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■「今後の自動車排出ガス総合対策のあり方について」 概要 

平成 12 年 12 月 中央環境審議会答申 

 

【状況・評価】 

○平成 12 年度末までに二酸化窒素（NO2）に係る大気環境基準を概ね達成するという目標

の達成は、きわめて困難。  

○自動車NOx法に基づく対策により一定の効果があったが、大気汚染の改善は十分でなく、

同法を見直し、強力な対策の推進が必要。  

 

【今後の対策のあり方】  

○粒子状物質（PM）を対象に加え、早急に削減のための対策を実施していく必要がある。  

○特定地域に名古屋市及びその周辺地域を追加すべき。  

○目標は、NO2については環境基準の概ね達成、PM については可能な限りの排出量削減と

すべき。達成期間は 10 年程度が妥当。また、達成状況の中間点検を行うため、中間目標

を設けることも必要。  

○車種規制について、対象にディーゼル乗用車を追加すべき。また、排出基準値を強化す

べき。  

○事業者に対して自動車利用管理計画の策定を義務づけるべき。  

 

■「今後の自動車排出ガス総合対策のあり方について」概要  

平成 19 年２月 中央環境審議会意見具申 

 

【状況・評価】 

○平成 17 年度を基準年とするシミュレーションモデルを用いて将来推計を行った結果、平

成 22 年度には、対策地域全体ではおおむね環境基準を達成すると見込まれる。  

○しかし、交通量の極めて多い道路が交差したり重層構造になっていたりする地点などで、

NO2の環境基準が非達成となると見込まれ、平成 22 年度では、中位ケース（現状傾向維

持）で 11 箇所、高位ケースで 15 箇所が非達成になると見込まれる。  

 

【今後の対策のあり方】 

○環境基準未達成の測定局は、主要幹線道路の沿道の交差点付近が多く、複数の道路が重

層的に配置され、特に交通が集中する等のいわゆる「局地」である。今後の対策は、対

策地域内全体の一律の対策強化に加えて、各々の局地の特性に対応した個別の対策を行

うことを推進するような枠組みを制度化することが基本となる。  

○また、「局地」においては対策地域全体よりも流入車の割合が高いこと等から、条例など

による独自の取組に加え、法においても流入車に対し一定の対策を講じるべき。 
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自動車NOx・PM法の概要
対策地域対策地域

・自動車交通の集中している地域
・大気汚染防止法等の既存の対策のみでは環境基準の確保が困難な地域

重点対策地区重点対策地区

○特定建物の新設に関する措置

○排出基準の適用（車種規制）

○事業者に対する措置の実施

■総量削減のための施策

○自動車排出窒素酸化物・粒子状物質の総量削減基本方針、総量削減計画の策定

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川、愛知県、三重県、大阪府、兵庫県の一部

・大気汚染の状況が対策地区内の他の地区に比較して特に著しい地区
・地区の実情に応じた対策を計画的に実施することが特に必要である地区

■局地汚染対策

○自動車排出窒素酸化物・粒子状物質の重点対策計画の策定 ・重点対策地区のうち、流入車対策
を推進することが必要な地区

【環境大臣が指定】

【政令で指定】

【知事が指定】

周辺地域周辺地域

■流入車対策
○事業者に対する措置の実施

【主務省令で指定】

・対策地域の周辺の地域で、その地域内に使用の本拠の位置
を有する自動車が指定地区内に相当程度流入している地域

総量削減基本方針の策定
【環境大臣が案を作成し、

閣議決定】

総量削減計画の策定
【知事が策定】

法
改
正
に
よ
る
追
加
的
対
策

H19

指定地区指定地区

（参考資料２－３）



自
動
車
か
ら
排
出
さ
れ
る
窒
素
酸
化
物
及
び
粒
子
状
物
質
の
特
定
地
域
に
お
け
る
総
量
の
削
減
等
に
関
す

る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
十
九
年
四
月
十
三
日

衆
議
院
環
境
委
員
会

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
べ
き
で
あ
る
。

一

大
都
市
地
域
に
お
け
る
自
動
車
排
出
窒
素
酸
化
物
等
に
よ
る
局
地
的
な
大
気
汚
染
に
よ
り
、
環
境
基
準
が
長
期
に
わ
た
り
未
達
成
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
早
期
に
す
べ
て
の
地
点
で
環
境
基
準
が
達
成
で
き
る
よ
う
、
自
動
車
交
通
量
の
抑
制
を
図
る
た
め
の
有
効
な
施
策
の
早
期

導
入
を
検
討
す
る
こ
と
。

二

対
策
地
域
に
流
入
す
る
排
出
基
準
非
適
合
車
は
、
対
策
地
域
の
周
辺
の
み
な
ら
ず
全
国
各
地
よ
り
流
入
し
て
い
る
現
状
を
踏
ま
え
、
対

策
地
域
内
を
走
行
す
る
排
出
基
準
非
適
合
車
の
走
行
抑
制
が
効
果
的
に
行
わ
れ
る
よ
う
、
容
易
に
排
出
基
準
適
合
車
で
あ
る
か
否
か
を
確

認
で
き
る
ス
テ
ッ
カ
ー
制
度
等
の
早
期
導
入
を
検
討
す
る
こ
と
。

三

重
点
対
策
地
区
の
指
定
に
当
た
っ
て
は
、
社
会
情
勢
、
経
済
情
勢
の
変
化
等
に
よ
り
環
境
基
準
の
達
成
が
危
ぶ
ま
れ
る
地
域
を
幅
広
く

積
極
的
に
指
定
し
て
い
く
よ
う
適
切
な
助
言
を
行
う
こ
と
。

四

重
点
対
策
計
画
の
策
定
・
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
交
通
流
の
円
滑
化
対
策
、
交
通
量
の
抑
制
対
策
の
み
な
ら
ず
、
交
差
点
改
良
、
道
路

拡
幅
、
立
体
化
、
環
境
施
設
帯
・
植
樹
帯
の
設
置
な
ど
の
道
路
構
造
対
策
等
、
さ
ら
に
は
都
市
構
造
の
改
善
も
含
ん
だ
抜
本
的
、
総
合
的

な
も
の
と
す
る
た
め
、
関
係
地
方
公
共
団
体
及
び
道
路
管
理
者
等
と
緊
密
に
連
携
し
て
実
施
す
る
よ
う
、
都
道
府
県
知
事
に
対
し
適
切
に

助
言
す
る
こ
と
。

五

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
者
に
対
策
地
域
外
か
ら
対
策
地
域
内
へ
の
運
送
を
行
わ
せ
る
荷
主
等
に
対
し
て
は
、
自
動
車
排
出
窒
素
酸
化
物

等
の
排
出
の
抑
制
に
積
極
的
に
努
め
る
よ
う
、
促
す
こ
と
。
ま
た
、
都
道
府
県
知
事
は
、
特
定
建
物
の
設
置
者
に
対
し
て
、
そ
の
維
持
及

び
運
営
に
当
た
り
、
自
動
車
排
出
窒
素
酸
化
物
等
の
排
出
の
抑
制
に
つ
い
て
適
正
な
配
慮
が
な
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
よ
う
、
的
確
に
要
請

等
を
行
い
、
必
要
な
場
合
に
は
積
極
的
に
報
告
を
求
め
る
よ
う
、
都
道
府
県
知
事
に
対
し
て
適
切
に
助
言
す
る
こ
と
。

六

自
動
車
走
行
量
の
抑
制
及
び
総
量
排
出
削
減
の
た
め
の
交
通
流
対
策
や
、
道
路
構
造
対
策
及
び
都
市
構
造
対
策
等
の
施
策
の
推
進
に
当

た
っ
て
は
、
地
球
温
暖
化
の
防
止
等
の
た
め
の
二
酸
化
炭
素
の
排
出
削
減
の
観
点
も
踏
ま
え
、
関
係
各
省
の
連
携
の
下
で
総
合
的
か
つ
抜
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本
的
な
対
策
の
実
施
に
努
め
る
こ
と
。

七

総
量
削
減
基
本
方
針
の
改
定
に
当
た
っ
て
は
、
既
に
実
施
さ
れ
て
い
る
施
策
の
施
行
状
況
が
十
分
に
点
検
・
分
析
さ
れ
て
い
な
い
状
況

等
に
か
ん
が
み
、
地
方
公
共
団
体
、
市
民
団
体
及
び
貨
物
自
動
車
運
送
業
界
等
か
ら
の
意
見
も
踏
ま
え
、
関
係
者
に
よ
る
実
効
あ
る
対
策

を
実
施
す
る
こ
と
を
促
し
、
か
つ
、
実
施
し
た
施
策
の
効
果
を
十
分
に
点
検
・
検
討
す
る
こ
と
を
促
す
も
の
と
な
る
よ
う
創
意
工
夫
す
る

こ
と
。

八

国
は
、
地
方
公
共
団
体
が
条
例
に
お
い
て
独
自
に
実
施
し
て
い
る
排
出
基
準
非
適
合
車
の
流
入
規
制
等
の
取
組
を
十
分
尊
重
す
る
と
と

も
に
、
地
方
公
共
団
体
が
行
う
対
策
に
対
し
積
極
的
な
支
援
・
協
力
を
行
う
よ
う
努
め
る
こ
と
。

九

浮
遊
粒
子
状
物
質
の
中
で
も
特
に
粒
径
の
小
さ
い
、
い
わ
ゆ
る
Ｐ
Ｍ
二
・
五
に
つ
い
て
は
、
健
康
影
響
が
指
摘
さ
れ
、
既
に
諸
外
国
に

お
い
て
環
境
基
準
が
設
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
等
の
状
況
を
踏
ま
え
、
諸
外
国
に
お
け
る
科
学
的
知
見
や
基
準
の
設
定
状
況
も
参
考
に
し
つ

つ
、
国
内
の
健
康
影
響
に
関
す
る
知
見
を
と
り
ま
と
め
、
早
期
に
環
境
基
準
の
設
定
を
行
う
こ
と
。

十

「
局
地
的
大
気
汚
染
の
健
康
影
響
に
関
す
る
疫
学
調
査
（
そ
ら
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
の
着
実
な
実
施
、
か
つ
、
そ
の
調
査
結
果
の
速
や

）

か
な
評
価
・
解
明
を
図
り
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
、
必
要
な
措
置
を
速
や
か
に
講
ず
る
こ
と
。
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自
動
車
か
ら
排
出
さ
れ
る
窒
素
酸
化
物
及
び
粒
子
状
物
質
の
特
定
地
域
に
お
け
る
総
量
の
削
減
等
に
関
す

る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
十
九
年
五
月
十
日

参
議
院
環
境
委
員
会

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
べ
き
で
あ
る
。

、

。

、

一

法
律
の
基
本
方
針
の
目
標
で
あ
る
平
成
二
十
二
年
度
ま
で
に
対
策
地
域
内
の
環
境
基
準
を
達
成
す
る
よ
う
最
善
を
尽
く
す
こ
と

ま
た

局
地
的
大
気
汚
染
の
状
況
に
も
か
ん
が
み
、
必
要
に
応
じ
て
本
法
に
基
づ
く
対
策
の
見
直
し
を
行
う
と
と
も
に
、
平
成
二
十
二
年
度
以
降

も
引
き
続
き
自
動
車
排
出
ガ
ス
対
策
を
着
実
に
実
施
し
て
い
く
こ
と
。

二
、
大
都
市
地
域
に
お
け
る
局
地
的
な
大
気
汚
染
に
つ
い
て
は
、
本
法
に
基
づ
く
対
策
に
加
え
て
、
自
動
車
交
通
量
そ
の
も
の
を
抑
制
す
る

施
策
が
重
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
た
め
の
有
効
な
施
策
の
早
期
導
入
を
検
討
す
る
こ
と
。

三
、
重
点
対
策
地
区
の
指
定
に
当
た
っ
て
は
、
社
会
・
経
済
情
勢
の
変
化
等
に
よ
り
環
境
基
準
の
達
成
が
危
ぶ
ま
れ
る
地
域
を
幅
広
く
積
極

的
に
指
定
し
て
い
く
よ
う
都
道
府
県
知
事
に
対
し
適
切
に
助
言
を
行
う
こ
と
。
ま
た
、
重
点
対
策
計
画
の
策
定
・
実
施
に
当
た
っ
て
は
、

、

、

都
道
府
県
知
事
に
よ
り
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
総
合
的
か
つ
主
体
的
に
行
わ
れ
る
よ
う
関
係
行
政
機
関
等
と
の
連
携
を
十
分
図
る
よ
う

都
道
府
県
知
事
に
対
し
適
切
に
助
言
す
る
こ
と
。

、

、

、

四

特
定
建
物
の
新
設
に
係
る
届
出
に
つ
い
て
は

自
動
車
排
出
窒
素
酸
化
物
等
の
排
出
抑
制
の
た
め
の
意
見
等
が
確
実
に
行
わ
れ
る
よ
う

都
道
府
県
知
事
に
対
し
適
切
に
助
言
を
行
う
こ
と
。

五
、
流
入
車
対
策
に
つ
い
て
は
、
排
出
基
準
適
合
車
を
識
別
可
能
な
ス
テ
ッ
カ
ー
制
度
等
の
早
期
導
入
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
導
入

に
当
た
っ
て
は
、
都
道
府
県
と
の
連
携
の
下
、
制
度
の
効
果
が
十
分
い
か
さ
れ
る
よ
う
事
業
者
や
荷
主
、
国
民
等
へ
周
知
を
徹
底
す
る
こ

と
。
ま
た
、
い
わ
ゆ
る
車
庫
飛
ば
し
の
問
題
は
非
適
合
車
の
流
入
に
つ
な
が
る
こ
と
か
ら
、
関
係
各
省
の
連
携
の
下
で
取
締
り
を
よ
り
一

層
強
化
す
る
と
と
も
に
、
地
方
公
共
団
体
が
独
自
に
実
施
し
て
い
る
排
出
基
準
非
適
合
車
の
流
入
規
制
等
の
取
組
に
つ
い
て
は
十
分
尊
重

す
る
こ
と
。

六
、
浮
遊
粒
子
状
物
質
の
中
で
も
特
に
健
康
影
響
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
Ｐ
Ｍ
二
・
五
に
つ
い
て
は
、
既
に
諸
外
国
に
お
い
て
環
境
基
準
が
設

7



定
さ
れ
て
い
る
こ
と
等
の
状
況
を
踏
ま
え
、
国
内
の
健
康
影
響
に
関
す
る
知
見
を
早
期
に
取
り
ま
と
め
、
環
境
基
準
の
設
定
を
行
う
と
と

も
に
、
そ
の
対
策
の
在
り
方
に
つ
い
て
も
検
討
を
行
う
こ
と
。

七
、
局
地
的
な
大
気
汚
染
に
よ
る
健
康
影
響
に
関
す
る
疫
学
調
査
に
つ
い
て
は
、
本
委
員
会
の
附
帯
決
議
な
ど
を
受
け
て
平
成
十
七
年
度
よ

り
実
施
し
て
い
る
が
、
調
査
結
果
の
速
や
か
な
評
価
・
解
明
を
図
る
こ
と
。

、

、

。

八

東
京
大
気
汚
染
公
害
訴
訟
の
早
期
和
解
に
向
け
て

健
康
被
害
対
策
等
の
措
置
を
早
急
に
検
討
す
る
等
誠
意
を
も
っ
て
対
応
す
る
こ
と

九
、
自
動
車
排
出
ガ
ス
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
大
気
汚
染
に
加
え
て
、
地
球
温
暖
化
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
問
題
等
に
も
関
わ
る
こ
と
か
ら
、
道

路
、
鉄
道
等
を
一
体
に
考
え
た
総
合
交
通
体
系
の
構
築
に
向
け
て
、
関
係
各
省
の
連
携
を
強
化
し
、
総
合
的
か
つ
抜
本
的
な
対
策
の
実
施

に
努
め
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。
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自動車NOx・PM法の対策地域における

二酸化窒素環境基準の達成率の推移

（一般大気環境局） （自動車排出ガス測定局）

■二酸化窒素（NO2）

※H21年度のデータについては、関係自治体からの聞き取りにより

環境省にて作成したものであり、確定したものではない。

出典：第１回自動車排出ガス総合対策小委員会資料

（参考資料２－５）

自動車NOx・PM法の対策地域における

浮遊粒子状物質環境基準の達成率の推移

（一般大気環境局） （自動車排出ガス測定局）

■浮遊粒子状物質（SPM）

※H21年度のデータについては、関係自治体からの聞き取りにより

環境省にて作成したものであり、確定したものではない。

出典：第１回自動車排出ガス総合対策小委員会資料

9



（参考資料２－６） 
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大気環境状況の将来予測 
出典：「平成 21 年度総量削減対策環境改善効果検討調査」（環境省） 

 

１．概要 
現状基準年度 平成 19 年度  
将来基準年度 平成 22 年度、平成 27 年度、平成 32 年度 

発生源及び濃度 
予測評価地域 

対策地域を有する 8 都府県 

環境濃度予測 
評価地点 

（測定局別濃度予測） 
対策地域内の大気汚染常時監視測定局（一般局：474 箇所、

自排局：217 箇所）  
（メッシュ別濃度予測） 
首都圏、中部圏、近畿圏の主要な地域（メッシュサイズ：250m） 

対象発生源 自動車、工場・事業場、船舶、航空機、民生、建設機械類 
環境濃度予測物質 NOx 年平均値、NO2年平均値、NO2日平均値の年間 98%値 
排出量算定物質 NOx  

気候項目 風向、風速、日射量、放射収支量、気温、湿度 
 

２．予測結果 
測定局別濃度予測結果  

自排局においては、平成 22 年度で 9 局、平成 27 年度で 8 局、平成 32 年度で 3 局、

それぞれ環境基準を超過すると予測。（一般局においては、全ての目標年度、全ての

測定局で環境基準を達成 ）  

 メッシュ別濃度予測結果  

現状年度（平成 19 年度）では、東京都で 344、神奈川県で 5、愛知県で 11、 
  -  平成 22 年度では、東京都で 87、神奈川県で 1、愛知県で 7、 
  -  平成 27 年度では、東京都で 29、愛知県で 2、 
  -  平成 32 年度では、東京都で 13、  
の 250m メッシュにおいて、メッシュ内の代表値として計算された数値が環境基準を

超過すると予測。 
 （留意点） 
○メッシュ別の予測結果は、メッシュの中央地点での予測値であり、この値が基準を

超えない場合でも、メッシュ内に基準超過地点が存在する場合があり得る。 
○車種代替（単体規制）による改善効果は、実測データがない排出ガス規制区分（例：

ポスト新長期）の排出係数を既存規制値からの削減率をもとに推計していることか

ら、過大に評価されている可能性がある。 
○H19 年度を基準年としており、H19 年度の大気環境状況の特徴が予測結果に大き

く影響している。  
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 平成 32年度における東京都内の大気環境状況の予測について、NO2日平均値の年間 98％値のメ

ッシュ別予測結果を、5ppbきざみで 50ppb超過（51～55ppb）、55ppb超過（56～60ppb）、60ppb超
過の３区分に整理した。図中の地名は、平成 19～21年度に環境基準を超過した自排局及び主要な

地名（括弧書きのもの）を示している。 
 
メッシュ内の代表値が環境基準 60ppbを超過するメッシュは 13にとどまるが、50ppbを超過す

るメッシュは 588で幹線道路沿いに広範に広がっている。 

 

NO2日平均値の年間 98％値予測結果（平成 32年度・東京都） 
 

50(ppb)超過：500メッシュ 

55(ppb)超過： 88メッシュ 

60(ppb)超過： 13メッシュ 

第一京浜高輪 
北品川交差点 

環七通り柿の木坂 

環七通り松原橋 

玉川通り上馬 

中山道大和町 日光街道梅島 

山手通り大坂橋 

永代通り新川 

（羽田空港） 

（新宿） 

（皇居）



（参考資料２－７）

自排局名・所在地 自排局名・所在地
(平成21年度98%値) (平成21年度98%値)

松戸上本郷 二子 ・交通量　44,808台/12H
・松戸市 ・川崎市 ・大型車通行　8,065台/12H　混入率18%　※１

(0.064) ・交通量　28,751台/12H (0.064) ・渋滞が測定局前まで伸びることがある
・大型車通行　5,635台/12H　混入率19.6%　※１ 淵野辺十字路 ・交通量　31,395台/12H（国道16号線）
・周辺に固定発生源が立地する ・相模原市 ・大型車通行　5,337台/12H　混入率17%（同上）　※１

船橋日の出 ・交通量　29,420台/12H (0.061) ・渋滞の時間は見られない
・船橋市 ・大型車通行　12,798台/12H　混入率43.5%　※１ 元塩公園 ・交通量　44,191台/12H　※２

(0.060) ・信号待ち停車車両が連なる ・名古屋市 ・大型車通行　15,688台/12H　混入率35.5%　※１
・遮音壁による大気拡散低下 (0.062) ・流入車の割合が高い

環七通り松原橋 ・交通量　77,000台/12H 大平 ・交通量　25,324台/12H　※２
・大田区 ・岡崎市 ・大型車通行　9,978台/12H　混入率39.4%

(0.076) (0.061) ・流入車の割合が高い
玉川通り上馬 ・交通量　70,000台/12H 朝日 ・交通量　19,821台/12H　※２
・世田谷区 ・岡崎市 ・大型車通行　7,631台/12H　混入率38.5%

(0.069) (0.061) ・流入車の割合が高い
中山道大和町 ・交通量　73,000台/12H 納屋 ・交通量　31,510台/12H　※３
・板橋区 ・四日市市 ・大型車通行　14,576台/12H　混入率46.3%

(0.070) (0.071) ・通過車両がメイン
北品川交差点 ・交通量　54,000台/12H 今里交差点 ・交通量　50,264台/12H　※２
・品川区 ・大阪市 ・大型車通行　4,624台/12H　混入率9.2%　※１

(0.063) (0.063) ・平成21年度は気象条件による影響で悪化
池上新田公園前 ・交通量　38,105台/12H（産業道路） 住之江交差点 ・交通量　35,707台/12H　※２
・川崎市 ・大型車通行　12,956台/12H　混入率34%（同上）　※１ ・大阪市 ・大型車通行　8,105台/12H　混入率22.7%　※１

(0.064) (0.061) ・平成21年度は気象条件による影響で悪化
栄町 ・交通量　26,385台/12H

遠藤町交差点 ・交通量　35,430台/12H（国道１号線） ・宝塚市 ・大型車通行　5,646台/12H　混入率21.4%　※１
・川崎市 ・大型車通行　5,315台/12H　混入率15%　※１ (0.067)

(0.062)

※１：大型車通行量は交通量及び混入率から計算
※２：資料では交通量(台/日)、大型混入率(％)となっていたものを12Hに変換したもの
※３：資料では大型車両(台/日)、交通量(台/日)となっていたものを12Hに変換したもの
※４：交通量及び大型車通行はすべて平成17年度交通センサスによる

自排局の状況

二酸化窒素が高濃度である自排局の状況

・産業道路に沿って上を首都高速が通っている

自排局の状況

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

兵
庫
県

平成19年度から21年度の間で環境基準を超過した自排局のうち、
第２回小委員会での都府県ヒアリング資料をもとに事務局にて作成

・道路沿道の高層建物により汚染物質が滞留しやすい

・建物の影響による風向、風速の影響により局地的に高
濃度となっている可能性

大
阪
府

三
重
県

愛
知
県

神
奈
川
県
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（参考資料２－８）

自動車排出ガス測定局の配置について

平成７年６月23日付環大二第83号環境庁大気保全局自動車環境対策第二課長通知

「自動車排出ガス測定局の配置等について」により送付された「自動車排出ガス測定

局の配置等に関する報告書 （平成７年３月 自動車排出ガス測定局の配置等に関す」

る検討会）より抜粋

第３章 自治体局における沿道監視体制のあり方及び配置の考え方

（２）当面の配置のあり方について

①道路・地域の類型化

沿道における大気汚染の状況については、交通量、速度等の交通条件、道路

構造、沿道建物の状況、高度・地形等の地理的条件、気象条件等が類似してい

れば、その状況も類似していると考えられる。このため、道路・地域の類型化

を行い、類似する道路・地域は類推することで、沿道大気汚染状況を効果的に

把握しつつ、測定地点を選定することが可能と考えられる。

具体的には、気象条件、地理的条件等で地域を区分し、地域内の道路につい

て、自動車交通量、走行速度、大型車混入率、道路構造、沿道建物の状況等を

勘案し、道路の類型化を行い、測定局を配置するすることが望ましい。

なお、この場合、特定の道路・地域に偏らないよう配置することに留意する

必要がある。

平成13年５月21日付環管大第177号及び環管自第75号環境管理局長通知「 大気汚染『

防止法第22 条の規定に基づく大気の汚染の状況の常時監視に関する事務の処理基準

について 」より抜粋』

Ⅱ 窒素酸化物、浮遊粒子状物質等に係る常時監視

２．測定局及びその配置

（２）自動車排出ガス測定局

自動車走行による排出物質に起因する大気汚染の考えられる交差点、道路

及び道路端付近において大気汚染の状況を常時監視するための測定局を自動

車排出ガス測定局という。自動車排出ガス測定局の設置に当たっては、自動

車排出ガスによる大気汚染の状況が効率的に監視できるよう、道路、交通量

等の状況を勘案した配置地点の類型化を行い設置する。



（参考資料２－９） 
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川崎市における NO2非達成局周辺の濃度分布予測 

（平成 18年度神奈川県調査結果） 

１ 調査概要 
神奈川県では平成 18 年度調査において、平成 17 年度を基準年度とした川崎市を含む県内の環境基準

非達成局（池上新田公園前局、遠藤町交差点局、他３局）周辺における平成 22 年度のＮＯ２に係る濃度

分布予測を実施した。濃度分布予測シミュレーションの概要は以下に示すとおりである。 
 

濃度分布予測シミュレーションの概要 
現状基準年度 平成 17 年度 将来予測年度 平成 22 年度 

神奈川県 
自動車、工場・事業場、民生、船舶、建設機械、粉じん発生施設、炭化水

素発生施設等 
東京都 自動車、工場・事業場、民生、船舶、航空機、建設機械 

対象発生源 

千葉県 工場・事業場、船舶 
濃度予測評価地点 神奈川県の大気汚染常時監視測定局 

池上新田公園前局、遠藤町交差点局及び他の３局の周辺約 400ｍ四方（メ

ッシュサイズ：20m） 
排出量算定物質 NOx、PM、ばいじん、凝縮性ダスト、粉じん、SOx、HCl、HC 
環境濃度予測物質 NOx 年平均値、NO2年平均値、NO2日平均値の年間 98％値 

SPM 年平均値、SPM 日平均値の年間 2％除外値 
 
２ 調査結果 

 調査結果のうち、平成 22年度のＮＯ２環境基準が非達成と予測された川崎市内の池上新田公園前局、

遠藤町交差点局付近における濃度分布予測を示す。 
遠藤町周辺は交通量の多い交差点周辺がＮＯ２の高濃度域であると予測される一方、池上周辺は測定局

から道路沿いにＮＯ２の高濃度域が広がっていると予測される。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
池上新田公園前局周辺の NO2濃度分布予測      遠藤町交差点局周辺の NO2濃度分布予測 



（参考資料２－10）

出典：「自動車交通環境影響総合調査」（平成21年度環境省）

調査仕様

調査時期 平成21年10月1日～10月31日（平日のみ）

263地点において実施（夜間調査：50地点）
※平成19年度調査より249地点から５地点追加

※平成21年度調査にさらに９地点追加

区分
対象車種は、軽乗用、乗用、バス、軽貨物、小型貨物、貨客、普通貨物、特種
（殊）の８車種とした。調査は方向別（上り、下り別）とした。

次の時間帯を基準とした。
①朝の混雑時（おおむね７～９時）
②日中の業務時（おおむね13～15時）
③夕方の混雑時（おおむね17～19時）
④夜間（夜間調査地点のみ、22時～翌朝６時）

各地点一方向に付き、1,000台※とする。時間帯の内訳は以下のとおり。
【夜間調査のある地点】
①25% ②25% ③25% ④25%
【夜間調査のない地点】
①35% ②30% ③35%

車種別内訳 軽乗用、乗用、軽貨物が20%、その他車種が80%

調査結果

※平成14年度から毎年度調査を行っている249地点のデータを用いた。

※一方向あたりの対象時間帯における交通量が1000台を下回る場合には、各時間帯における
大部分の通行車両を調査することとしており、合計でも1000台／１方向を下回る調査地点もあ
る。

対策地域内への流入車状況

調査地点

時間帯

サンプル数

首都圏

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H14 H15 H16 H17.5月H17.10月 H18 H19 H20 H21

中部圏

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H14 H15 H16 H17.5月H17.10月 H18 H19 H20 H21

関西圏

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H14 H15 H16 H17.5月H17.10月 H18 H19 H20 H21

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

H14 H15 H16

対策地域内 適合車

対策地域内 非適合車

対策地域外 適合車

対策地域外 非適合車

サンプル調査の結果から、３都市圏のいずれ
においても、対策地域内の交通は、対策地域
内に使用の本拠の位置を有する自動車が８割
程度であり、現行の対策地域における対策が
大気環境の改善に寄与しているものと考えら
れる。
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（参考資料２－11） 

16 

車種規制適合車適合率の対策地域内外の比較 

出典：「平成 21 年度総量削減対策環境改善効果検討調査」（環境省） 

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域のある８都府県における、自動車ＮＯｘ・ＰＭ

法に基づく車種規制排出基準の適合状況（保有台数に占める適合車両台数の割合）

の推移を以下に示す。 

排出基準適合率は、年々多くなっているが、対策地域外（図２）の割合は、対

策地域（図１）の約１／２となっており、対策地域外において排出基準適合車の

普及が遅れている。 
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図１ 車種規制排出基準の適合状況の推移（対策地域内）  
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図２ 車種規制排出基準の適合状況の推移（対策地域外）  



（参考資料２－12）

自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質の総量の削減に

関する基本方針（抄）

平成20年２月14日 環境省告示第４号

第１ 対策地域における自動車排出窒素酸化物等の総量の削減に関する目標

窒素酸化物対策地域及び粒子状物質対策地域（以下「対策地域」という ）。

においては、自動車交通の集中、増大等に伴って、二酸化窒素及び浮遊粒子状

物質に係る大気汚染が厳しい状況にあることに鑑み、対策地域における自動車

排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質（以下「自動車排出窒素酸化物等」

という ）の削減に係る各種の対策を、国、地方公共団体、事業者、国民の緊。

密な協力の下で本基本方針等にのっとり総合的かつ強力に推進していくこと等

により、対策地域において、二酸化窒素については平成22年度までに二酸化窒

（ ） 、素に係る大気環境基準 昭和53年環境庁告示第38号 をおおむね達成すること

浮遊粒子状物質については平成22年度までに自動車排出粒子状物質の総量が相

当程度削減されることにより、浮遊粒子状物質に係る大気環境基準（昭和48年

環境庁告示第25号）をおおむね達成することを目標とし、二酸化窒素に係る大

気環境基準及び浮遊粒子状物質に係る大気環境基準の確保が図られるよう最善

を尽くす。

第２ 総量削減計画の策定その他対策地域における自動車排出窒素酸化物等の

総量の削減のための施策に関する基本的事項

１ 総量削減計画の策定に関する基本的事項

自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量

（ 。 「 」 。）の削減等に関する特別措置法 平成４年法律第70号 以下 特別法 という

第７条に基づく窒素酸化物総量削減計画及び第９条に基づく粒子状物質総量

削減計画（以下「総量削減計画」という ）は、対策地域の実情を踏まえ、。

「２ 対策地域における自動車排出窒素酸化物等の総量の削減のための施策

」 、 、に関する基本的事項 に掲げる各種施策等の推進により 平成22年度までに

二酸化窒素については二酸化窒素に係る大気環境基準をおおむね達成し、浮

遊粒子状物質については自動車排出粒子状物質の総量が相当程度削減される

ように自動車排出窒素酸化物等の総量を削減することを目途とし、一の計画

として策定するものとする （中略）。

また、特別法第16条に基づく窒素酸化物重点対策計画及び第18条に基づく

17



粒子状物質重点対策計画（以下「重点対策計画」という ）は、重点対策地。

区の実情を踏まえ 「第２の２(7)局地汚染対策の推進」に基づき、対策地、

域における自動車排出窒素酸化物等の総量の削減に資するため、一の計画と

して総量削減計画において定めるものとする。

なお、総量削減計画（重点対策計画を含む。以下同じ ）と対策地域の開。

発に係る諸計画との整合が図られるよう配慮し、全体として調和のとれたも

のとすること。

２ 対策地域における自動車排出窒素酸化物等の総量の削減のための施策に関

する基本的事項

(1) 自動車単体対策の強化等

平成17年４月の中央環境審議会答申に基づき、ディーゼル09年目標値及

びガソリン09年目標値に沿った排出ガスの低減を図る等の自動車排出ガス

低減対策を着実に推進するとともに、点検・整備の確実な実施等を図るた

め、指導・監視の徹底、効果的な取締りの実施を図るものとする。

また、自動車排出窒素酸化物等の低減技術の研究開発を推進し、適切な

ものについては、その普及を図るものとする （中略）。

(2) 車種規制の実施及び流入車の排出基準の適合車への転換の促進

（中略）

さらに、車種規制の対象外である対策地域外から対策地域内への流入車

についても、できるだけ排出基準の適合車とするとともに、排出基準の適

合車であることを外形的にわかりやすく表示（排出基準の適合車に貼付さ

れるステッカーや低排出ガス車認定実施要領に基づき認定を受けた低排出

ガス車に貼付されるステッカーの利用等）するよう、自動車の使用者に対

する啓発活動を行うものとする。

(3) 低公害車の普及促進

（中略）

さらに、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年

法律第100号）に基づき、国及び独立行政法人においては低公害車への切替

えを着実に進めるとともに、地方公共団体においては率先して低公害車の

導入に努めるものとする。

(4) エコドライブの普及促進

適正運転（以下「エコドライブ」という ）の普及のため、関係省庁、。

地方公共団体及び関係業界が連携し、シンポジウム等イベントの開催や自

動車の運転者への教育等の普及啓発活動、エコドライブ支援装置、アイド

リングストップ自動車及び外部電源用冷暖房装置の普及促進を行うととも
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に、エコドライブ評価支援システムの普及に努めるものとする。

また、関係省庁、関係団体においてエコドライブの普及・推進に必要な

調査を実施し、今後の施策に反映させるものとする。

(5) 交通需要の調整・低減

効率的な物流システムを構築し、輸送効率の向上を図るため、営業用ト

ラックの積極的活用、共同輸配送の推進、帰り荷の確保等について理解と

協力を促すとともに、高度道路交通システム（ＩＴＳ）による物流の情報

化を推進するものとする。なお、発注方法の改善等についても事業者に対

し理解と協力を促すものとする。

また、対策地域内の自動車交通量の軽減を図るため、規制の見直しや新

技術の導入等を通じた海運・鉄道の競争力強化、中長距離の物流拠点間の

幹線輸送を中心として、輸送力を増強するための船舶、港湾、鉄道等の整

備 物流拠点への連携を強化するためのアクセス道路等の整備による海運・、

鉄道の積極的活用（モーダルシフト）を通じて適切な輸送機関の選択を促

進するものとする。

（中略）

、 、公共交通機関の利用促進を図り 自家用乗用車利用の抑制に資するため

公共交通機関のサービス・利便性の向上を進めるほか、鉄道等の整備、バ

スロケーションシステムやバス優先信号制御等を行う公共車両優先システ

ム（ＰＴＰＳ）の整備をはじめとする高度道路交通システム（ＩＴＳ）の

、 、 、 、推進等を図るとともに 駅周辺の乗り継ぎの改善のため 駅前広場 歩道

パークアンドライド駐車場、自転車駐車場など交通結節点の整備を推進す

るものとする。

（中略）

(6) 交通流対策の推進

（中略）

また、道路整備の状況をも踏まえつつ、中央線変移等の交通規制の効果

的な実施を図るとともに、駐車場の整備、違法駐車の効果的な排除等の総

合的な駐停車対策を推進するものとする。さらに、交通管制システム、信

号機その他の交通安全施設の整備、交通渋滞や駐車場等に係る情報の収集

及び的確な提供を行う道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）等の整備拡

充並びにノンストップ自動料金支払いシステム（ＥＴＣ）の整備等高度道

路交通システム（ＩＴＳ）の活用、路上工事の縮減、情報通信を活用した

交通代替の推進等を通じて、自動車交通流の円滑化を図るものとする。ま

た、国等においては、ＥＴＣ車載器及び３メディア対応型ＶＩＣＳ車載機
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の率先導入、普及・広報等に努めるものとする。さらに、交通流の円滑化

に資するため、正確かつ適切な道路交通情報を提供する民間の取組を促進

する。

（中略）

(7) 局地汚染対策の推進

① 局地汚染対策の進め方

二酸化窒素濃度や浮遊粒子状物質濃度の高い交差点周辺部等の汚染メ

カニズムについて解析調査等を行うとともに、交差点の改良等及びそれ

らに併せた道路緑化・環境施設帯の整備等を含む地域の実情に応じた総

合的な局地汚染の緩和に資する対策を関係機関の連携の下で進めるもの

とする。

なお、局地汚染対策の推進に当たっては、国、地方公共団体等が連携

を図り、施策目標及び事業内容を検討し、高濃度の二酸化窒素や浮遊粒

子状物質が観測される時間帯、地形、沿道利用状況等地域の実情に応じ

た効果的な施策を進めるものとする。

② 建物設置者による配慮の促進

二酸化窒素濃度や浮遊粒子状物質濃度の高い交差点の周辺部等に集客

施設等自動車の交通需要を生じさせる程度の大きい用途に供する建物を

設置する者に対しては、当該建物における事業活動に伴う自動車排出窒

素酸化物等の排出の抑制を図るため、別紙の第３及び第４に掲げる措置

を建物の用途や自動車の使用形態に応じて講ずるほか、当該建物の利用

者に対するアイドリングストップや公共交通利用の呼びかけ、駐車施設

内の経路案内の充実、直通バスの運行等自家用車以外の交通手段の確保

等の措置を講じるよう促すものとする。

③ 重点対策計画制度及び流入車対策に係る制度の着実な施行

都道府県知事は、特に、局地汚染対策の実施を推進することが必要で

あると認めるときは、対策地域内に重点対策地区を指定し、重点対策計

画に基づき、対策の重点的、集中的な実施を図るものとする。

（中略）

(8) 普及啓発活動の推進

自動車排出窒素酸化物等の問題は、事業者及び国民の活動と非常に深く

係わっていることから、事業者及び国民が、特別法第４条及び第５条に規

定された責務について十分理解を深め、自動車排出窒素酸化物等による大

気汚染の防止について努力するように、事業者に対しては特別法第31条第

１項の規定による判断の基準となるべき事項について周知徹底等を行い、
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国民に対しては窒素酸化物排出量及び粒子状物質排出量等の低減に効果の

ある自動車使用方法等についての理解を求め、協力を促すなどの普及啓発

活動を積極的に展開するものとする。

（中略）

３ 重点対策地区の指定に関する基本的事項

重点対策地区としては、対策地域内で、長期にわたり二酸化窒素又は浮遊

粒子状物質に係る大気環境基準が達成されていない地区又はこれに準じる地

区であって、当該地区の交通の状況等を勘案し、窒素酸化物重点対策又は粒

子状物質重点対策を実施することが特に必要である地区を指定するものとす

る。また、指定に当たっては、大気汚染の状況及び大気汚染に対する発生源

別の寄与の状況の把握、大気環境基準との比較等により、著しい大気汚染の

継続が定量的に予測される地区を指定するものとする。

なお、指定する区域は、例えば交差点近傍のような合理的な範囲とし、必

要以上に広範囲に指定されることのないように留意するものとする。

４ 事業者の判断の基準となるべき事項の策定に関する基本的事項

特別法第31条第１項の判断の基準となるべき事項については、製造業、運

輸業その他の事業を所管する大臣が、別紙の第１及び第２の事項を盛り込む

とともに、別紙の第３、第４及び第５の事項を事業の実態に応じて盛り込ん

で、策定するものとする。

第３ その他対策地域における自動車排出窒素酸化物等の総量の削減に関する

重要事項

１ 地方公共団体間の連携

自動車起因の窒素酸化物汚染及び粒子状物質汚染の広域性に鑑み、対策地

域間における連携を確保し、相互に十分な調整を図るものとする。

２ 総量削減計画の進行管理（略）

３ 調査研究

対策地域において自動車排出窒素酸化物等による大気汚染状況の的確な監

、 、視・測定を行うため 監視測定局の新設や適正配置を進めることなどにより

監視測定体制の整備充実等を図るとともに、自動車排出窒素酸化物等の全体

の動向の継続的な把握に努めるものとする。

（中略）

４ 地球温暖化対策との連携（略）

（別紙 （略））
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高度道路交通システム（ＩＴＳ）について 

 

１．ＩＴＳの概要 

高度道路交通システム（ITS：Intelligent Transport Systems の略称。以下「Ｉ

ＴＳ」という。）とは、道路交通の安全性、輸送効率、快適性の向上等を目的に、

最先端の情報通信技術等を用いて、人と道路と車両とを一体のシステムとして構

築する新しい道路交通システムの総称であり、最先端の情報通信技術を用いて人

と道路と車両とを情報でネットワークすることにより、交通事故、渋滞などとい

った道路交通問題の解決を目的に構築する新しい交通システムである。以下にＩ

ＴＳの９つの開発分野の概要を示す。 

 

 

出典：国土交通省道路局ＩＴＳホームページ 

 

２．ＩＴＳ取組の経緯 

日本の ITS 分野の研究開発は、1970 年代の初めから始まっており、1996 年 7

月に策定された「ITS 推進に関する全体構想」（以下、「ITS 全体構想」）により、

関係省庁の動きが一本化された。これ以降を ITS 推進のファーストステージとし

て、開発 9 分野、21 の利用サービスを設定し、開発・実用化・普及のロードマッ

プが策定され、産官学民協力のもと国家プロジェクトとして推進されるようにな

った。 

ファーストステージの実用化・普及に係る残された課題に関し、産官学の関係

者がこれまでの成果を評価し、セカンドステージの取り組みの方向性として、「安

全・安心」「環境・効率」「快適・利便」を基本概念とする「ITS 推進の指針」が、

（参考資料２－13） 
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日本 ITS 推進会議により取りまとめられた。 

この指針が、2006 年 1 月の「IT 新改革戦略」に反映され、ITS は安全・環境・

利便達成に貢献する技術として位置づけられ、「世界一安全な道路交通社会」を目

指すインフラ協調安全運転支援の実用化プロジェクトが官民連携のもと進められ

ている。 

出典：特定非営利活動法人 ＩＴＳ Ｊａｐａｎ ホームページ 

 

３．ＩＴＳにおける「環境・効率」の推進 

ＩＴＳ推進のセカンドステージを支える 3 つの柱の１つである「環境・効率」

では、地球温暖化の主原因とされる CO2 排出量の約 2 割は運輸部門が占め、その

約 9 割が自動車から排出されてことや、NO2、SPM 等による大気汚染は特に大都市

部等において深刻な状況にあることから、自動車単体のみならず、公共交通を含

めた交通需要の適正化、道路交通管理の高度化による交通流・物流の効率化とい

った ITS の活用により、環境にやさしい社会を目指している。 

出典：特定非営利活動法人 ＩＴＳ Ｊａｐａｎ ホームページ 

 

 

出典：特定非営利活動法人 ＩＴＳ Ｊａｐａｎ  
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出典：特定非営利活動法人 ＩＴＳ Ｊａｐａｎ  

 

出典：特定非営利活動法人 ＩＴＳ Ｊａｐａｎ  



ロードプライシング制度の在り方に関する報告書について

４ 検討会の設置

1. 民主党INDEX2009には大気汚染対策として「ロードプライシング制度の導入」が記載
2. 自動車NOx・PM法改正（平成19年）の際の附帯決議において適切な流入車対策を講ずべきであるとされた。

3. 関係都道府県からも流入車対策に対する要望が強い。

１ ロードプライシング制度検討の背景

IT技術を活用した自動車のナンバー自動読み取り装置による自動車の捕捉が容易となる。

ロンドン・シンガポールにおけるロードプライシングの実施例あり

２ 実現可能性

大都市圏の幹線道路近傍を中心とした環境基準の未達成地域における環境基準の早期達成に向けた新た
な対策の一つとして、ロードプライシング制度の実現可能性について検討を行った。
ロードプライシング制度については、制度の導入に伴う道路交通全般への影響等があることから、検討結果を

公表することにより、国民及び関係者の意見を踏まえ、ロードプライシングの実現について検討する。

３ 検討の意義及び報告書の位置付け

1. 大学教授、地方自治体、運送業者、地方自治体の職員等を構成員とする「自動車交通環境対策検討会」（座
長：猿田勝美 神奈川大学名誉教授）を設置。

2. 自動車交通環境対策検討会内にロードプライシング制度の在り方に関する分科会を設置しロードプライシング
制度の実現可能性について検討を行った。

3. 平成21年12月16日に第１回自動車交通環境対策検討会・ロードプライシング制度の在り方に関する分科会を

開催し、検討会を計３回、分科会を計４回開催し報告書をとりまとめた。

平成22年３月
自動車交通環境対策検討会
ロードプライシング制度の在り方に関する分科会

（参考資料２－14）

報告書の概要と効果
１ 目的

１ 自動車使用抑止効果による大気汚
染物質の削減を期待

２ 公共交通手段へのシフト
（交通渋滞の解消等）

３ 課金収益による環境対策の促進
課金収入の地方自治体への譲渡等によ
る都道府県の大気汚染対策の推進、電
気自動車等の次世代自動車普及促進、
物流等事業者に対する配慮

【試算】（対象地域はNOx・PM法対策地
域、対象年度は平成32年度）

① NOx排出量削減量は18,606t/年
（対策前全自動車排出量の26.2％）

② 平成32年度では全局で環境基準を

達成
③ CO2排出量削減量は、5,558千t/年

（対策前全自動車排出量の11.9％）

自動車の排出ガスによる大気汚染が著しい地域において、排出ガ
スに係る自動車の性能に応じて地域内での車両の使用による経済
的負担の差別化を図ることによって、地域内使用車両の排出ガス負
荷に応じた使用の抑制を図り、もって、自動車の排出ガスによる大気
汚染を防止する。

自動車の排出ガスによる大気汚染が著しい地域において、排出ガ
スに係る自動車の性能に応じて地域内での車両の使用による経済
的負担の差別化を図ることによって、地域内使用車両の排出ガス負
荷に応じた使用の抑制を図り、もって、自動車の排出ガスによる大気
汚染を防止する。

○ 基本的考え方
①自動車の使用、自動車からの有

害物質の排出量に応じた課金
②社会的受容性、③制度の透明性
④制度の明確性、⑤制度の公平性
⑥制度の簡易性、
⑦情報の適切管理

(1) 課金対象地域内において使用される自動車に対して、適用される自

動車の排出ガス基準に応じて課金額を決定
・ 電気自動車、路線バス、スクールバス、通勤用バス、緊急自動車は、対象外。
・ NOx･PM法基準不適合車に対する重課

・ 課金額は、乗用車で年間１万円程度を想定
・ S53年規制以前車やNOx･PM法基準不適合車からの段階的導入等

・ 物流事業者、課金対象地域内の居住者、事前・一括納付に関する割引

(2) 地域内使用車両は、年間１万円程度（週毎の定額制が有効）
(3) 大気汚染防止法及びNOx･PM法に規定する施策だけでは、大気環境

基準が達成できていない地域であって、大気汚染の状況、自動車の使
用状況を考慮して地方自治体の意見を基に指定

(4) 国で必要な法令の整備及び課金の納付管理に必要なシステムの整

備を行い、これを地方自治体が自らの判断と責任において、実施できる
制度。

(5) 自動車の登録上の使用者の申告により納付
(6) カメラを使用して自動車を撮影し、ナンバー自動読み取り装置により解

析し、自動車の走行状況を適確に把握するエリア方式。

(1) 課金対象地域内において使用される自動車に対して、適用される自

動車の排出ガス基準に応じて課金額を決定
・ 電気自動車、路線バス、スクールバス、通勤用バス、緊急自動車は、対象外。
・ NOx･PM法基準不適合車に対する重課

・ 課金額は、乗用車で年間１万円程度を想定
・ S53年規制以前車やNOx･PM法基準不適合車からの段階的導入等

・ 物流事業者、課金対象地域内の居住者、事前・一括納付に関する割引

(2) 地域内使用車両は、年間１万円程度（週毎の定額制が有効）
(3) 大気汚染防止法及びNOx･PM法に規定する施策だけでは、大気環境

基準が達成できていない地域であって、大気汚染の状況、自動車の使
用状況を考慮して地方自治体の意見を基に指定

(4) 国で必要な法令の整備及び課金の納付管理に必要なシステムの整

備を行い、これを地方自治体が自らの判断と責任において、実施できる
制度。

(5) 自動車の登録上の使用者の申告により納付
(6) カメラを使用して自動車を撮影し、ナンバー自動読み取り装置により解

析し、自動車の走行状況を適確に把握するエリア方式。

２ ロードプライシング制度の概要 ３ 効 果
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エコ運搬制度とは、荷主や荷受人※が主体となって

製品や貨物の出荷、原材料の購入、廃棄物の運搬などの際

運送事業者や取引先事業者に対し

環境に配慮した運搬＝「エコ運搬」の実施を

書面等で要請する制度です。

平成22年4月

荷主・荷受人から環境に配慮した運搬を推進する

平成22年4月

荷主・荷受人から環境に配慮した運搬を推進する

「エコ運搬制度」がスタート「エコ運搬制度」がスタート

エコ運搬制度の導入について

Seizou
製造業

Souko
倉庫業

Haikibutusyori

ECO

廃棄物処理業

倉

※この制度では、「荷主」は貨物等を搬出する事業者、「荷受人」は貨物等を搬入する事業者をいいます。そのため、
　倉庫業者なども入庫の際は「荷受人」、出庫の際は「荷主」とします。（荷主=貨物等の所有者とは限りません。）

！
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タイプライターテキスト
（参考資料２－15）



自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に定める排出ガス基準に適合しない自動車（「不適合車」）は、環境への負

荷が高いため、川崎市内への流入の抑制が必要です。

基準に適合している自動車（「適合車」）は、車検証の「備考」欄により確認できるほか、各種

ステッカーにより判別することができます。

■ エコドライブの実施及びエコドライブを行う旨の表示
■ 自動車NOx・PM法の車種規制不適合車の不使用
■ 低公害・低燃費車の積極的な使用

環境に配慮した運搬＝「エコ運搬」とは？
エコ運搬とは、運搬の際に次の３項目を実施することをいいます。エコ運搬とは、運搬の際に次の３項目を実施することをいいます。

適合車ステッカー
環境省・国土交通省ステッカー環境省・国土交通省ステッカー 東京都ステッカー東京都ステッカー 大阪府ステッカー大阪府ステッカー

川崎市内発着の運搬に、所有している車両の中から、より低公害・低燃費な自動車を選択して

使用することにより、市内を走行する自動車からの環境への負荷を一層減らすことができます。

低公害・低燃費車は、八都県市指定低公害車ステッカーなどにより判別することができます。

平成21年基準

平成17年基準

エ

参 考

八都県市指定低公害車ステッカー参 考

コ 運 搬 と は

エコドライブの実施及びエコドライブを行う旨の表示ECO

自動車NO x・PM法の車種規制不適合車の不使用ECO

低公害・低燃費車の積極的な使用ECO

エコドライブとは、やさしい発進を心がけたり、無駄なアイドリングを止める等、「環境に配慮した

自動車の使用」をすることです。

また、「エコドライブを行う旨の表示」は、使用する車両へのエコドライ

ブステッカーの貼付などにより実施します。ステッカーは、各自治体のも

のや協会・団体のもの、自社で作成したものなど、種類は問いません。 
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荷主・荷受人となる事業者の取組むべきこと  
川崎市内の荷主又は荷受人は、次のとおり要請するよう努めなければなりません。

また、貨物等の運搬に伴う環境負荷が特に大きいと考えられる「指定荷主」又は「指定荷受人」

（次ページ参照）は、要請が義務付けられています。

荷主となる事業者の取組

荷主は、貨物等を自己の事業所等から、以下の者に運搬させようとするときは、その者に対し、
エコ運搬の実施を書面等にて要請してください。

●  荷主が委託した貨物運送事業者等　　●  その貨物等の荷受人

下の図の　　　   で示した要請を実施してください。下の図の　　　   で示した要請を実施してください。

例１：販売した製品の出荷など、貨物等を自己の事業所等から、
自らが委託した貨物運送事業者等に運搬させる場合

例１：販売した製品の出荷など、貨物等を自己の事業所等から、
自らが委託した貨物運送事業者等に運搬させる場合

 

エコ運搬を
実施

運搬委託運搬委託

市内外の
事業所
市内外の
事業所

事業所事業所市内事業者市内事業者

（株）○○
川崎 事業所
（株）○○
川崎 事業所

運送事業者運送事業者

エコ運搬の
実施要請
エコ運搬の
実施要請

エコ運搬の
実施要請
エコ運搬の
実施要請

製品等の販売等の際、エコ運搬の実施を要請製品等の販売等の際、エコ運搬の実施を要請
エコ運搬を実施

エコ運搬を実施

例１：製品の購入、保管する貨物の受入などの際、その貨物
等を自己の事業所等に、自らが委託した貨物運送事業
者等に運搬させる場合

例１：製品の購入、保管する貨物の受入などの際、その貨物
等を自己の事業所等に、自らが委託した貨物運送事業
者等に運搬させる場合

例２：製品の購入、廃棄物の受入、保管する貨物の受入などの際、
　その貨物等を自己の事業所等に、その貨物等の荷主  
　（または荷主が委託した運送事業者）に運搬させる場合

荷受人となる事業者の取組

市内外の
事業所
市内外の
事業所 市内外の

事業所
市内外の
事業所

市内事業者市内事業者

（株）○○
川崎 事業所
（株）○○
川崎 事業所

運送事業者運送事業者

ECO

荷受人は、貨物等を自己の事業所等に、以下の者に運搬させようとするときは、その者に対し、
エコ運搬の実施を書面等にて要請してください。

●  荷受人が委託した貨物運送事業者等　　●  その貨物等の荷主

エコ運搬の
実施要請
エコ運搬の
実施要請

運搬委託運搬委託

エコ運搬の
実施要請
エコ運搬の
実施要請

製品購入、廃棄物や保管貨物の受入等の際、
エコ運搬の実施を要請

製品購入、廃棄物や保管貨物の受入等の際、
エコ運搬の実施を要請

エコ運搬を実施

エコ運搬を
実施エコ運搬を実施

下の図の　　　   で示した要請を実施してください。下の図の　　　   で示した要請を実施してください。
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■■  敷地面積が10,000平方メートル以上の事業所（製造業を行う事業所に限る。）を市内に設置する事業者

■  倉庫業法の登録を受けた倉庫業者のうち、次のいずれかの事業所を市内に設置する事業者

　・所管する倉庫の有効面積の合計が30,000平方メートル以上である事業所

　・所管する倉庫の有効容積の合計が30,000立方メートル以上である事業所

■  廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定する一般廃棄物処分業者、産業廃棄物処分業者、特別

管理産業廃棄物処分業者のうち、１日当たり300トン以上又は300立方メートル以上の廃棄物の処

分を行うことができる施設（処分の方法ごとの処理工程において、複数の施設を一体的に用いることによ

り当該処分を行う場合にあっては、それらの施設から構成される施設一式）を市内に設置する事業者

指定荷主・指定荷受人
貨物等の運搬に伴う環境負荷が特に大きいと考えられる荷主又は荷受人で、
次に該当する事業者を「指定荷主」又は「指定荷受人」として定めました。

指 定 荷 主 指 定 荷 受 人・・

指定荷主又は指定荷受人に該当する事業者は、次のことが義務付けられました。

（１） エコ運搬の実施に関する要請 

運搬にかかわる事業者（委託する運送事業者又は取引先事業者）に対し、エコ運搬の実施を

書面等にて要請しなければなりません（前ページ参照）。

（２） 要請書面の保存 

上記（1）で要請したエコ運搬の実施に関する要請書面等の写しを、要請した日から起算して

３年間保存しなければなりません。

（３） 要請の実施状況の報告 

上記（1）の要請の実施状況について、年に１回、所定の様式を用いて市に報告しなければなりません。 

エコ運搬制度は、川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例第99条～第99条の3に規定されています。

詳しくは交通環境対策課のホームページを御覧ください。

指 定 荷 主 指 定 荷 受 人 の 義 務・・

川崎市 環境局環境対策部交通環境対策課 
電　話　０４４-２００-２５３１
交通環境対策課のホームページ
http://www.city.kawasaki.jp/30/30zidou/home/zidou.htm

問い合わせ先
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（参考資料２－16）
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（参考資料２－17） 
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ディーゼル重量車規制強化の推移  
 

「大気汚染防止法」に基づき、自動車の排出ガス規制は逐次強化しており、ディーゼル車

におけるポスト新長期規制車は、短期規制車（平成６年規制）に比べて、窒素酸化物は約９

割削減、粒子状物質は約 99％削減されている。  

0.7

2.0

4.5

6.0

7.2

8.5

9.7

11.7

13.9

3.38

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0

H21年

H17年

15～16年

9～11年

H6年

63～H2年

S58年

S54年

S52年

S49年

規制値(g/kWh)

（新短期規制）

（新長期規制）

（長期規制）

（短期規制）

（ポスト新長期規制）

 

注 )平成 16 年までは重量車の車両総重量区分は 2.5t 超、平成 2 年以前の規制値は NOx 削減率から算定  

図１ ディーゼル重量車における窒素酸化物排出ガス規制強化の推移  
（車両総重量 3.5t 超）  
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0.7

0.18

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9
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9～11年
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規制値(g/kWh)

（新短期規制）

（新長期規制）

（長期規制）

（短期規制）

（ポスト新長期規制）

 

図２ ディーゼル重量車における粒子状物質排出ガス規制強化の推移  
（車両総重量 3.5t 超）  

車種規制値(5.9) 

車種規制値(0.49) 
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ポスト新長期規制適合車の早期普及に向けた取組例 
（第１回自動車排出ガス総合対策小委員会資料等より作成） 

 
実施主体 埼玉県 手法形体 融資 
施策名 低公害車導入資金融資制度 

概要 県内で 1 年以上事業を営んでいる中小企業者等（ただし、低公害４車(電

気自動車、天然ガス車、メタノール車及びハイブリッド自動車）を購入又

は買い換えする場合は大企業も対象）を対象として、最新低排出ガス規制

かつ指定する燃費基準達成車への買換、低公害４車及び粒子状物質減少装

置の購入･装着に融資する。 
補助率等  
適用数等 平成 19年度  650件(車両)  7件(粒子状物質減少装置) 

平成 20年度  194件(車両)  2件(粒子状物質減少装置) 

平成 21年度   41件(車両)  4件(粒子状物質減少装置) 

 
実施主体 神奈川県 手法形体 補助 
施策名 ディーゼル代替低公害車導入促進事業 

概要 事業者が県内を使用の本拠とする天然ガス自動車など低公害車を購入す

る事業等に要する経費に対し、補助金を交付する。 
補助率等 平成 22年度補助内容 

最大積載量 4ｔ未満 5万円 天然ガス自動車 

ハイブリッド自

動車 

最大積載量 4ｔ以上 10万円 

最大積載量 4ｔ以上 

8ｔ未満 

5万円 

貨物、特

種 

ポスト新長期規

制適合車 

（平成 22年度） 最大積載量 8ｔ以上 10万円 

乗合自

動車 

天然ガス・ハイブリッド自動車、ポスト

新長期規制適合車 

10万円 

 
適用数等 平成 19年度 110台 平成 20年度  92台 平成 21年度   1台 

 

（参考資料２－18） 
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実施主体 兵庫県 手法形体 融資 
施策名 最新規制適合車等購入資金融資制度〔兵庫県地球環境保全資金〕 

概要 融資対象 中小企業者 

対象事業 ①最新規制適合車等の購入 

      （自動車 NOx・PM法の規制を満足しない現有の 

ディーセル車等を解体廃車すること） 

     ②低公害車の購入 

補助率等 融資条件 限度額 １企業・組合 5,000万円限度 融資利率 1.9%  

償還方法  10年以内（２年以内据置可）、元金均等月賦償還 

利子補給 小規模企業 60% 中小企業 30%（補給期間５年間） 

適用数等 平成 19年度    5台  平成 20年度  14台  平成 21年度  8台 

 
実施主体 経済産業省・国土交通省・環境省 手法形体 税制措置 
施策名 自動車取得税の税率の特例 

概要 最新の排出ガス規制に適合したディーゼル車の取得に係る自動車取得税

を軽減する。 
補助率等 対象車 軽減率 措置期限 

1.0%軽減（2.5t

超～3.5t以下及

び 12t超） 

H22.8.31 

2.0%軽減（3.5t

超～12t以下） 

H22.9.30 

トラック・バス 

（車両総重量

2.5t超） 

ポスト新長期

規制適合、か

つ、平成 27年

度燃費基準達

成車 

1.0%軽減（3.5t

超～12t以下） 

H23.8.31 

クリーンディ

ーゼル乗用車 

ポスト新長期

規制適合 

0.5%軽減 H22.8.31 

 
適用数等 減収額（試算） 

 トラック・バス クリーンディーゼル乗用車 

平成 20年度 48百万円 29百万円 

平成 21年度 272百万円 48百万円  
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実施主体 経済産業省・国土交通省・環境省 手法形体 税制措置 
施策名 自動車重量税・自動車取得税の時限的減免 

概要 ◆自動車重量税の減免 

 －新車に係る措置 購入時の初回車検分 

※平成 21年 4月 1日～平成 24年 4月 30日までに 新規検査を受け

る場合 

 －既販車に係る措置 措置期間中、最初に受ける継続車検分  

※平成 21年 4月 1日～平成 24年 4月 30日までに 継続検査等を受

ける場合 

◆自動車取得税  

平成 21年 4月 1日～平成 24年 3月 31日までに新車の取得が行われ

る場合  
補助率等 

次世代自動車

排ガス基準☆☆☆☆
(75%以上低減)

2010年度燃費基準　+25%達成車 ７５％軽減

2010年度燃費基準　+15%達成車 ５０％軽減

2015年燃費基準達成車

ディーゼル車　ポスト新長期規制適合車 ７５％軽減　※

ガソリン車　排ガス基準☆☆☆ ５０％軽減

2015年度重量車燃費基準達成車

ポスト新長期規制適合車 ７５％軽減

排ガス基準☆ （ＮＯｘ又はＰＭ+10％低減） ５０％軽減

免　税

登録車・軽自動車

重量車
（バス・トラック等）

中量車
（車両総重量2.5t超～3.5t以下）

※自動車取得税には、ガソリン車の排ガス4☆かつ2015年燃費基準達成車に対する75%軽減有り  
適用数等 減収額（試算） 平成 21年度  2,100億円 

 



40 
 

 
実施主体 経済産業省・国土交通省・環境省 手法形体 融資 
施策名 日本政策金融公庫による低利融資 

概要 天然ガス自動車、電気自動車、ハイブリッド自動車又はポスト新長期規制

適合車のうちディーゼル車の取得を取得する場合に、低利融資を行うこと

で経済的インセンティブを付与し、低公害車の普及を促進している。 
補助率等 １．貸付限度 

○国民生活事業：7,200万円 

○中小企業事業：直接貸付 7億 2千万円 

代理貸付 1億 2千万円 

２．貸付期間 

 15年以内 

３．貸付利率 

○国民生活事業：特別利率②   

○中小企業事業：基準利率。ただし、4億円を限度として特別利率② 

適用数等 【融資実績】 

国民生活事業 中小企業事業  

件数 実績 件数 実績 

平成 19年度 397件 28.9億円 108件 31.2億円 

平成 20年度 716件 53.7億円 187件 54.5億円 

平成 21年度 936件 42.2億円 162件 47.2億円  
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実施主体 経済産業省 手法形体 補助 
施策名 クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助 

概要 クリーンエネルギー自動車等の普及を促進し、運輸部門における二酸化炭

素の排出抑制や石油依存度の低減を図るため、電気自動車等の導入及び充

電器及び燃料供給設備を設置する者に対して、その導入に必要な費用の一

部を補助する。 
補助率等 補助対象 補助額 

クリーンエネルギー自動車（電気自動車、プラグイ

ンハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車、クリ

ーンディーゼル自動車、天然ガス自動車、ＬＰガス

自動車）の導入 

※ハイブリッド自動車、天然ガス自動車、ＬＰガス

自動車は、乗用車を除く。 

通常車両との

差額の 1/2以

内 

燃料等供給設備（急速充電設備、普通充電設備、自

家用天然ガス・ＬＰガス燃料供給設備）の設置 

本体価格の1/2

以内  
適用数等 車両導入実績（平成 21年度） 

電気自動車 1,604台、ハイブリッド自動車 32台、 

天然ガス自動車 916台、クリーンディーゼル自動車 205台、 

ＬＰガス自動車 1,104台 

 
実施主体 国土交通省 手法形体 補助 
施策名 低公害車普及促進等対策 

概要 地球温暖化対策、大都市地域等における大気汚染対策等の観点から、

トラック・バス・タクシー事業者の次世代自動車（ＣＮＧトラック・

バス、ハイブリッドトラック・バス・タクシー、電気自動車）の導

入に対する支援を行うとともに、今般の経済対策における措置とし

て、環境性能に優れたディーゼルトラック・バス（2015年度燃費基

準達成かつポスト新長期適合車）の導入についても補助対象に追加

する。 
補助率等 補助率：次世代自動車等の価格と通常車両価格の差額の１／２又は車両本

体価格の１／４ 
適用数等 ポスト新長期適合車については平成 22年度補正予算にて実施予

定 

 



環境CSRから進める経営改善

未来のために私たちができること

社団法人 東京都トラック協会

『活動実績報告』
2010年3月末日現在

グリーン・エコプロジェクト事務局

参加規模の推移（4ヵ年）

グリーン・エコプロジェクト参加推移
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18年度末（19年3月）
　　　　　　　　　８６社

　　　　　　　２１６９台

20年度末（21年3月）
　　　　　　　　４１６社

　　　　　　　９４１４台

21年度末（22年3月）
　　　　　　　　５００社

　　　　　　１１１７１台

19年度末（20年3月）
　　　　　　　　１９０社

　　　　　　　３９６９台

18年 19年 20年 21年

グリーン・エコプロジェクト事務局

【参考】燃費の推移 （年度別）

グリーン・エコプロジェクト事務局

【参考】燃費向上率の推移(GEP年度別)

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度 4.01%

9.20%

4.25%

燃費向上率

7.45%

燃費向上率の推移（年度別）

4.01%

7.45%

9.20%

4.25%

0%

3%

5%

8%

10%

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

向上率
（％）

燃費向上 4年間平均6.23%向上

グリーン・エコプロジェクト事務局

【参考】GEPによる削減燃料量 ※4.01％向上として

仮に仮に2121年度平均向上率年度平均向上率

で算出すると！で算出すると！

11,44511,445台台 361,285,520Km361,285,520Km
→→4.694.69ｋｍｋｍ//ＬＬ(21(21年度平均年度平均))

→→4.234.23ｋｍｋｍ//ＬＬ((仮定仮定))

削減量 8,377,129ℓ

タンクローリー（大型）

523台分

グリーン・エコプロジェクト事務局

【参考】GEPによる削減燃料量（金額換算）

仮に仮に112.0112.0円円//ＬＬ
(4(4月月1010日日//石油情報センター調べ全国平均石油情報センター調べ全国平均))

削減燃料削減燃料8,377,1298,377,129ＬとＬと

してして

削減金額 約938,238,000円
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タイプライターテキスト
（参考資料２－１9）



グリーン・エコプロジェクト事務局

【参考】GEPによる削減燃料量（CO2換算）

削減燃料削減燃料 8,377,1298,377,129
ＬとしてＬとして
二酸化炭素換算二酸化炭素換算 すす
るとると

※スギ/14㎏/年 CO2年間吸収量 エコモ財団資料準拠
※軽油二酸化炭素排出係数（軽油×2.62㎏/CO2ℓ）

Ｃｏ２削減量 21,948,078 Kｇ/Ｃ０２

グリーン・エコプロジェクト事務局

【参考】交通事故低減率 推移（年度別）

※平成18年～平成22年3月末まで

グリーン・エコプロジェクト事務局

【参考】交通事故低減率 推移 （累計）
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　１．はじめに

　国内各所で交通公害裁判が行われ、国、地方自治

体、自動車メーカー等がその責任を問われ、和解や

原告団の主張が認められて、公害問題から環境問題

に時代が移り変わった。

　特に注目されたことは、東京都で２００３年１０月から

「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」

（通称「環境確保条例」）が施行され、都に隣接する

神奈川県、千葉県、埼玉県および横浜市、川崎市、

千葉市、さいたま市の八都県市も同様の条例が施行

されたことである。

　これらの条例は、車両の運行規制である。他方、

国のＮＯｘ・ＰＭ法は発生源地における車種規制で、

２００１年６月公布された。小型トラック８年、普通ト

ラック９年を限度として、車検が通らない。車両登

録ナンバーが特定の指定地域内では取れず使用でき

なくなる規制で、激変緩和措置のため２００３年１０月か

ら実施された（Table 1）。

　この結果、大気汚染は格段に改善され、浮遊粒子

状物質（ＰＭ）は、規制前の２００２年度では一般局の適

合率が４０％、自排局は全て適合なしであったのが、

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３３，Ｎｏ．４ 平成２０年１２月（　　）３０

鈴木憲興、遠藤啓二

特集　● 自動車の安全運転支援と安全教育の最前線活動／報告

トラック運送事業者の「エコ安全ドライブ活動」

鈴木憲興＊　　　遠藤啓二＊＊

　エコドライブは、環境保全の運転として世界中で推進されており、日本でも環境省、警

察庁、経済産業省、そして国土交通省が中心となって推進している。またエコドライブは、

同時に安全運転にも直結するため、エコ安全ドライブとも呼ばれている。社団法人東京都

トラック協会は、地球環境保全が必須な命題であるとして、会員事業者を対象に「グリー

ン・エコプロジェクト」と名づけたエコドライブ推進の事業を立ち上げた。このプロジェ

クトは、確実な燃費の向上とともに、顕著な交通事故低減の実績をあげて、２００７年１２月に

環境大臣表彰を受けた。
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　　＊ ㈱エスティーシステム代表取締役
　　Ｒｅｐｒｅｓｅｎｔａｔｉｖｅ Ｄｉｒｅｃｔｏｒ， ＳＴ Ｓｙｓｔｅｍ Ｃｏ．， Ｌｔｄ．
　＊ 　＊ �東京都トラック協会環境部部長
　　Ｇｅｎｅｒａｌ Ｍａｎａｇｅｒ， Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｉｓｓｕｅｓ， 
　　Ｔｏｋｙｏ Ｔｒｕｃｋｉｎｇ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ
　　原稿受理　２００８年７月３１日

３２８
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２００５年度では全ての測定局で環境

基準を達成した。

　このような短い期間に環境を大

きく改善させた背景には、中小零

細運送事業者の少なからぬ犠牲が

あった。環境対策の波は、都内の

トラック運送事業者に重くのしか

かり、その経営を圧迫して、保有

台数の減少（Table 2）、大型車か

ら中型車や小型車への移行、そし

て廃業や倒産による事業者数の減

少をもたらした。

　２．地域環境改善から地球環境

保全への対応

　２００５年の京都議定書の発効を受

けて２００６年４月に改正省エネ法が施行され、トラッ

ク運送事業者に、省エネ計画の作成とエネルギー使

用量の定期報告の義務付けによる二酸化炭素（ＣＯ２）

排出量の報告が求められるようになった。

　トラック業界には、これまでにＣＯ２の排出量のデ

ータがなく、算出基礎となる燃料使用量から整備し

なくてはならないことになった。ところが事業者の

９９．９％は中小企業であり、各事業者がそのようなデ

ータ管理をすることは困難で、ほとんど対応できな

い状況であった。

　そこで東京都トラック協会は、常設委員会の一つ

である環境委員会で企画した「グリーン・エコプロ

ジェクト」を理事会の審議を経て２００６年７月に立ち

上げた。

　エコドライブのコンサルティング会社とタイアッ

プをして、エコドライブ活動を協会独自のシステム

として設計・構築し、環境保全活動を機軸に会員の

経営改革を促進するプロジェクトとして推進するこ

ととした。

　なお本年、東京都は地方自治体レベルでは初の試

みとして気候変動対策に取り組み、２０００年を基準年

として２０２０年までにＣＯ２を２５％削減する方針を打ち

出している。

　３．「グリーン・エコプロジェクト」

　３－１　導入の経緯

　トラック協会がエコドライブについて、これまで

の指導や実践教育を超えて、会員事業者の燃費デー

タを統合するべく協会独自の燃費データベースを構

築し、システムとして運用していくことは、全国初

の試みとして注目されている。

　システムは、中小零細事業者にも導入が容易で、

継続的に正確な燃費データを収集・分析ができるも

のとした。エコドライブから環境保全へ、さらには

環境ＣＳＲから経営改革ができる仕組みを目指して、

以下の項目をキー・コンセプトとした（Fig.1）。

�管理者セミナーへの参加対象者を限定せずに、代

表者、役員、運行管理者、あるいはドライバーの

代表で、内容をしっかり伝えられるスピーカー役

の者とする。

�参加会員事業者の費用負担を軽減するため協会が

費用の一部を助成する。

�ドライバーにエコドライブの意義を理解してもら

うために、シンプルでわかりやすい内容とする。
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Table 1　ＮＯｘ・ＰＭ法と環境確保条例

Table 2　都内営業用ディーゼルトラックの登録台数

代替
対象割合
（％）

自動車ＮＯｘ・
ＰＭ法による
代替対象台数
（台）

対前年度比
（台）

登録台数
（台）年度

７２．４７５，２１９－１０３，９２８平成１５年度
（Ｈ１５．３末）

５４．３５４，１０４－４，３７８９９，５５０平成１６年度
（Ｈ１６．３末）

４６．２４４，６７８－２，７４４９６，８０６平成１７年度
（Ｈ１７．３末）

３５．０３２，５９２－３，７６１９３，０４５平成１８年度
（Ｈ１８．３末）

２１．８１９，２４５－４，５７５８８，４７０平成１９年度
（Ｈ１９．３末）

１３．９１２，６２２２，１３５９０，６０５平成２０年度
（Ｈ２０．３末）

資料）東京都トラック協会調べ。
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�多方面からのニーズにも対応できるように燃料使

用量を詳細に管理する。

�実稼動車の燃費ベンチマークを策定する。

�実践を促すために独自の工夫をした社内掲示用ポ

スター（Fig.2）、車両貼付用ステッカー（Fig.3）、な

らびに教育資料を作成する。

�エコドライブの実践データをドライバーと管理者

がわかるように集計・整理する。

�管理者とドライバーあるいはドライバー同士で、

エコドライブのコミニケーシュンを円滑にする資

料を作成する。

�継続的に実践をしてもらうために、セミナーの内

容は基礎編から応用編まで用意する。

�結果がすぐに現われるより、徐々に浸透してドラ

イバー自らがエコドライブの必要性に気づいて納

得して実践する方法とする１） 。

　３－２　参加事業者の募集

　東京都トラック協会主催の説明会、傘下各支部で

の出張説明会、協会のホームページと機関紙「トラ

ック時報」への広告掲載、相談窓口の設置などを行

った。

　説明会開催時に参加者にアンケートをして、現状

と今後の対応について簡単な調査をした。

　参加者の中で、エコドライブに取組んでいる事業

者は７０％あり、その関心の高さがわかる。また期待

する効果は、燃費の向上、環境負荷の軽減、グリー

ン経営認証の取得、改正省エネ法対応が７１％となっ

ており、環境への積極的な取組姿勢が見られる。

　一方、交通事故の低減が３０％あり、事故防止の対

策は事業者が具体的に取組むことが難しく、このプ

ロジェクトへの期待が現われている。

　３－３　燃費データの算出

　燃費は、ＥＭＳやデジタコ等の機器を使わず、車

両登録番号別に用意したＡ４版の走行管理表（Fig.4）

でドライバーが計算する。給油の度に満タンにして、

ドライバー自ら走行管理表に手書きで、走行距離と

燃料使用量、そして燃費を計算して記入する。ドラ

イバーは、給油の度にこの作業を繰り返すことで、

自身の運転による燃費を細かく認識するようになる。

　ドライバーは、毎月末に用紙下段の指定欄に、目

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３３，Ｎｏ．４ 平成２０年１２月（　　）３２
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プロジェクトの2本柱 

【グリーン・エコプロジェクト】 

燃費 
データベース 

管理者セミナー開催 
（自社データを利用した教育） 

環境CSR＝燃費向上・事故低減・環境対策 

環境CSR

能動的に 

【グリーン・エコプロジェクト】 

東ト協 
協同 

（力・心を合わせて） 
事業者 

能動的に取り組むことで、 
必ず自社に利益となって還元されてくる 

関東運輸局・東京都 
エコモ財団・全ト協 

コンサル会社 
（教育ノウハウ提供） 

Fig. 1　グリーン・エコプロジェクトの
図式

Fig. 4　走行管理表

Fig. 2　社内掲示用ポスター

Fig. 3　車両貼付用ステッカー

Fig. 5　出力資料

３３０
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標燃費等を記入する。管理者は、走行管理表を集め、

コメントを記入してプロジェクト事務局に送付する。

事務局は走行管理表の全データをサーバに入力し、

管理者用とドライバー用にグラフ化した表（Fig.5）

を出力して返送する。これを毎月繰り返すことによ

って、ドライバーは、過去の結果と比較して、自ら

の達成度合いを測り、自己の運転の問題点に気づき、

自主的に改善策を見つけ出す。

　３－４　管理者の教育

　管理者は、隔月毎にセミナーに参加し、エコドラ

イブを継続して推進するための知識や管理者として

の気構えとともに、社内ミーティングの運営方法、

ドライバー教育など、実践的なノウハウを学ぶ。

　セミナーは原則１０名以下の少人数制で、出席者が

カリキュラムの内容を十分に理解できるようにして

いる。企業規模、扱う貨物、車両運行形態など、さ

まざまな業態に応じ、現場で応用できるディスカッ

ション方式とした。

　セミナーの内容は７回に分けて、プロジェクトの

趣旨説明からエコドライブの導入手法を解説する基

礎編と、交通エコロジー・モビリティ財団が推進し

ている「グリーン経営認証」の取得申請や改正省エ

ネ法に基づく荷主への対応、そして環境から進める

経営改善を目指す応用編で構成している。さらに平

成２０年度から、ドライブレコーダーの活用をカリキ

ュラムに加えた。

　３－５　グリーン経営認証取得の推進

　国土交通省が中小零細事業者の環境保全活動を推

進する目的で始めた「グリーン経営認証」は、取り

組みのきっかけがつかみにくいため、東京都トラッ

ク協会会員でも取得事業者数が伸びていない。

　このため、セミナーの第５講で、認証取得のため

の具体的な指導を行った。

　その結果、「グリーン経営認証」を知らなかった

事業者も興味を持ち、積極的に取得を目指す前向き

な事業者が増え、東京都トラック協会全体での取得

率５％に対して、グリーン・エコプロジェクト参加

事業者の取得率は１６％と、大幅に高くなった。

　３－６　活動状況の推移

１）参加事業者数

　プロジェクトを開始した２００６年度は９か月間、次

年度は１２か月間、直近の年度は４か月間での数値だ

が、参加事業者は以下のように大幅に増えている。

・２００６年度（２００６年７月～２００７年３月）…８６社１，５９４

両

・２００７年度（２００７年４月～２００８年３月）…１９３社３，２９７

両

・２００８年度（２００８年４月～２００８年７月）…２６４社４，８９８

両（現在）

２）セミナーへの参加状況

　セミナーの延べ開催回数は、１０５回で、延べ参加

人数は４１７名となった。

３）セミナー参加者からのアンケート結果

　第１回のセミナーで、参加の動機や乗務員教育の

実施時期等についてアンケート調査（１３２名分）を実

施した結果、グリーン・エコプロジェクトへの参加

動機は、燃費の向上、事故の削減が多く、募集説明

会時におけるエコドライブ活動に期待する効果と同

じ結果となった。

　燃費データの有無に関しては、燃費データを持っ

ていない事業者のほうが少なく、８割の事業者は独

自に燃費データを管理していると見受けられる。

　ドライバーの教育に関しては、何らかの形で教育

を実施しているが、教育の実施時期に関しては事業

者によって差異があった。

４）ドライバーの変化

　ドライバーが書き込む走行管理表は、プロジェク

ト参加直後には給油量と走行距離を記入するのが精

一杯で、書き損じや間違いが多々みられた。しかし、

４か月（３回提出後）程度経つと、記入が正確になり、

コメント欄への記入も始まって、明らかな変化がみ

られる。

　ドライバーへの教育効果は、セミナーに参加する

管理者の社内での立場、取り組み姿勢などのモチベ

ーションや伝え方に左右されると思われる。したが

って、セミナーの内容充実と管理者にこのプロジェ

クトの意義をしっかりと教育する事が重要と考える。

　半年以上経つと、走行管理表の内容の正確さとコ

メント欄への記入が、管理者、ドライバーともに増

えてくる。車両の扱い方の専門知識や職業ドライバ

ーの心構えに、しっかりとしたコメントが目立ち始

める。しかし、セミナーへの参加が悪い事業者は、

６か月以上経っても管理者がプロジェクトの趣旨を

掴めておらず、それがドライバーにも影響している。

このため事務局は、管理者や経営者にセミナーへの

参加を根気よく呼びかけている。

５）燃費データの件数

　プロジェクト参加の受付は毎日行っており、燃料

価格の高騰によるエコドライブへの関心が高まるに

つれて、燃費データの件数はほぼ毎月のように増え、

Ｄｅｃ.，２００８ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３３，Ｎｏ．４ （　　）３３
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今後も増加する傾向にある（Fig.6）。

　３－７　燃費向上の効果

　平成１９年度のプロジェクト全体の平均燃費は、

Table 3に示すとおりである。

　過去一年間の燃費データがある車両について、燃

費の向上が９．２％と算出され、この値がプロジェク

ト全車両で得られたとするならば、その効果は次の

ようになる。すなわち、事業者数１９０社、車両台数

３，０００台での活動実績で、２，１１９，５０９�の燃料軽油が

削減でき、ＣＯ２の削減量は軽油のＣＯ２排出係数［軽

油使用量×２．６２ｋｇ－ＣＯ２／�］を用いると、５，５５３ｔで、

１台あたり１，８４４ｋｇ－ＣＯ２／�となる。

　３－８　事故低減の効果

　参加事業者のアンケート調査結果では、平成１８年

度と１９年度の累計で、交通事故発生件数が４４．２％も

削減されている（Table 4）。

　プロジェクトに参加することで交通事故をなくし

たいという期待があったが、実際に交通事故が減る

ことが確認された。参加者に聞くと、詳しい事故分

析ではないものの、自動車保険の保険料割引率が２０

～３０％から５０％以上になったことや、セミナーの会

話で本当に事故が減ったとの報告がなされている。

プロジェクトのスキームどおりに管理者全員がセミ

ナーに参加をして、プロジェクトの意義をよく理解

し、全ドライバーの走行管理表による教育が徹底す

れば、エコ安全ドライブの効果はさらに高まると考

えられる。

　３－９　燃費データの活用

　燃費データを今後とも継続的に蓄積することによ

り、車両の積載トン数別、架装別にエコドライブの

成果が反映されたベンチマークとなる燃費が求めら

れる。運送事業者が日々の運行状況をそのままに現

した数値の蓄積であり、過去にはないこの燃費デー

タベースは業界の貴重な財産になる。

　また、グリーン・エコプロジェクトでは、満タン

法による生の燃費データを長期間にわたり多種多様

な車種と業態について集めているため、種々の目的

に沿ったデータの活用が期待できる。　

　さらに、エコドライブ活動に積極的に対応するよ

うになったドライバーの気持ちの変化を調査するこ

とにより、トラック業界のみならず一般ドライバー

にエコドライブを浸透させる具体的な手法を見出す

ことができると考えられる。

　３－１０　今後のデータ活用

　グリーン・エコプロジェクトへの参加車両３，５０４台

について、車両１台ごとに月間の平均燃費と総走行

距離との関係をプロットし、最大積載量別の傾向を

みた（Fig.7）。

　いずれの最大積載量についても、月間総走行距離

が長いほど燃費が向上する傾向が見られる。ただし、

２ｔ～４ｔ、４ｔ～６ｔの車両については、途中に山がある

が、冷凍車やクレーン付き等の架装が影響している
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Fig. 6　燃費データの入力件数推移

Table 3　全平均燃費

（参考）
平成１８年度平成１９年度

４２，４９６，９８４９９，５１０，８６３総走行距離（ｋｍ）

１０，１０５，６９６２３，１７４，８６７総給油量（�）

４．２１４．２９燃費（ｋｍ／�）

Table 4　交通事故件数（１８、１９年度累計）

低減率件数／年件数月数区分台数

４４．２％
３．９２８３２５４プロジェクト

参加前
５４９累

計
２．１９４１２２５プロジェクト

参加後

走行距離（km：月平均） 

14

12

10

8

6

4

2

0
0 14,00012,00010,0008,0006,0004,0002,000

⑨ ⑨ ⑧ ⑧ 

⑦ ⑦ 
⑥ ⑥ 
⑤ ⑤ 

④ ④ ③ ③ 

① ① ② ② 

①～1t ④4t～6t ⑤6t～8t

⑥8t～10t ⑦10t～12t ⑧12t～17t ⑨17t～ 

②1t～2t

燃
費 

（km
/  

） 

③2t～4t

Fig. 7　燃費散布図１

３３２
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ものと考えられる。当然ながら、最大積載量が大き

いほど燃費は下がる。また、最大積載量が大きい車

両ほど、相対的に走行距離も長くなる。走行距離が

長い場合は、信号の少ない郊外の道路や高速道路の

走行が増えることが推測される。

　ただし、データは車両の型式、扱い貨物、エコド

ライブの熟練度、道路・気象条件などを考慮してい

ないため、あくまでも傾向値としての評価である。

　架装車両での比較をしてみると（Fig.8）、２ｔの冷

凍車と一般車では、冷凍車１１１台は６．１７～６．９０ｋｍ／

�でありその差は０．７３ｋｍ／�であるが、２ｔの一般

車は８６１台で６．８６～８．０３ｋｍ／�で、その差は１．１７

ｋｍ／�である。冷凍車は用途が限定されて燃費の

差が小さく、２ｔの一般車は使途がさまざまで、差が

大きい。

　一方、冷凍車は自重が重く、アイドリングストッ

プができないなどから平均燃費は６．５０ｋｍ／�で、

一般車の７．４３ｋｍ／�と１３％以上の差が生じた。

　同様に、３ｔの冷凍車と一般車両を比べると冷凍車

１６０台で４．６８～５．６９ｋｍ／�で、その差は１．０１ｋｍ／

�である。一般車は３７２台で、５．１９～５．９３ｋｍ／�で

あり、一般車では０．７４ｋｍ／�の差であった。また、

３ｔ冷凍車の平均は５．２８ｋｍ／�で、一般車は５．７０ｋｍ

／�となり、その差は８％であった。冷凍車は燃費

が悪いと言われているが、実績数字でも検証された。

　この図から、車両のさまざまな使用実態がわかり、

エコドライブのベストプラクティスを探り出すこと、

つまり営業用トラックのベンチマークを見つけ出す

ことが、グリーン・エコプロジェクトのもう一つの

重要な仕事になる。各車両別に燃費のよいと言われ

る車両をマークして、それを目標値としてエコドラ

イブを推進することがこの活動の要点となる。

　４．まとめ

　４－１　ドライバーの教育

　これまでに独自にエコドライブを推進してきた事

業者が、さらなる燃費の改善を確認できて、グリー

ン・エコプロジェクトが採用した走行管理表を用い

たドライバー教育の効果に驚いている。

　ドライバーの「気づき」と「自覚」に委ねるシン

プルな手法で、ドライバーの環境保全意識が高まり、

管理者主導では得られなかった燃費の向上があった

ことで、教育の重要性と、そのやり方に関心が集ま

っている。

　走行管理表を使った「書くこと」「自覚すること」

そして「考えること」の繰り返しで、すぐれた運転

行動を習慣化させるという手法は、心理学や脳科学

の範疇に入る高度な仕組みなのかもしれない。

　４－２　エコ安全ドライブ

　環境保全と交通安全の相乗効果は、交通安全の推

進からも確認できる。事故防止対策としてドライブ

レコーダーを装着した事業者は、同時に燃費の改善

を得ている。

　事故を防止する慎重な運転操作は、急発進や急ブ

レーキのような燃費を悪化させる要因をなくするの

で、燃費は当然に向上する。その逆に燃費を意識し

た運転も、同様の運転操作で事故防止につながる。

　グリーン・エコプロジェクトでは今後、ドライブ

レコーダーも活用することで一層の燃費改善を目指

していく。

　４－３　燃費データベースの活用

　燃費データ件数は、走行管理表単位で現在約２１万

件あり、毎月参加車両台数分が増えるとともに、環

境保全意識の高揚に加えて燃料価格の高騰によるエ

コドライブへの関心の高まりから、新規登録分の増

加も顕著である。このデータベースを効果的に使う

ことが、東京都トラック協会に託されたグリーン・

エコプロジェクトの最重要の課題である。

　車種別、使用環境など別に指標となる燃費が見出

せることは、会員事業者に適切にデータをフィード

バックすることで全体的な燃費の向上を促進して、

交通事故が減るという副次的な効果も含めて、最も

社会に貢献することになる。

　また、運賃に燃料価格の上昇分を上乗せする燃料

サーチャージ制の導入では、計算の基礎となる燃費

Ｄｅｃ.，２００８ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３３，Ｎｏ．４ （　　）３５

トラック運送事業者の「エコ安全ドライブ活動」

燃
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Fig. 8　燃費散布図２
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について、協会が現実に即した客観的な数値を提供

することなどができると考えられる。

　自動車メーカーにこのデータベースを活用しても

らうことで、車両の設計と使用実態の差を分析して

もらい、車両の設計改善に活かしてもらうというさ

らなる効果も期待している。

　４－４　ＣＯ２の排出量削減

　ＣＯ２排出量削減には統合的な施策が必要で、自動

車利用の効率化は即効性が高い。グリーン・エコプ

ロジェクトにおいても、わずか半年でその効果が確

認でき、設備投資に比べると教育への投資は微々た

るもので費用対効果はきわめて高い。

　したがって、この手法を一般のドライバーにも広

めて、自家用車のＣＯ２排出量削減にも貢献できれば

と願っている。

　５．おわりに

　グリーン・エコプロジェクトは、環境ＣＳＲを機軸

に会員事業者の持続的な経営改善を図るというビジ

ョンに基づいて、「社会との共生」の姿勢を具現化

する環境保全活動を能動的に推進するために、トラ

ックの燃費向上によるＣＯ２排出量の削減を目指して、

エコドライブの普及促進と燃費データベースの構築

を行う新規事業として発足させた。

　プロジェクトへの参加事業者には、このエコドラ

イブ活動を通して管理者の管理能力が向上し、組織

の体質が強化されて、ドライバー個々の意欲が向上

し、仕事への誇りと環境保全にたいする意識が高ま

るのを見て、驚きを隠せない者もいた。

　環境委員会としては、本事業の最終目標として、

トラック協会全会員事業者のプロジェクトへの参加

で、年間のＣＯ２排出削減量を４０万ｔとしている。

　トラック協会としては、環境保全を柱にして会員

事業者の企業体質強化を図り、自営転換による事業

拡大を戦略的に推し進めることによる環境保全への

さらなる貢献を目指して、エコドライブの普及・啓

蒙、持続的な取組と管理者教育の支援、燃費データ

ベースの活用を推進したい。

　貨物運送業界の荷主ニーズは、ジャストインタイ

ムなどの時間指定や、それ以上の要求にも応えてい

くことが最優先だが、これからはグリーン・エコプ

ロジェクトを通して、環境ＣＳＲが尊重され、エコド

ライブが最優先されるように理解を求めていきたい。

［謝辞］トラック業界で全国に先駆け、エコドライ

ブの実践を通して事業者の経営改善を行っていくシ

ステムを設計し、事業として立上げ、一定の成果を

上げる取り組みができたことは、参加者ならびに関

係各位のご理解とご協力の賜と思っております。単

純にエコドライブと言っても、人材不足のなかで管

理者を選任する事も難しい中小零細事業者が、ドラ

イバー教育、走行管理表の記入、そしてその回収を

実施することは、初の試みであり、社内慣習を変え

るほどに苦労が多かったかと思われます。

　末筆ながら、本事業の推進にあたりご協力ご助言

を賜りました早稲田大学理工学術院教授大聖泰弘先

生、芝浦工業大学教授春日伸予先生、㈱すみれ代表

取締役真下芳隆氏、㈱三村運送代表取締役三村豊明

氏、㈱タケウチ代表取締役竹ノ内実氏、および㈱ア

スア代表取締役間地寛氏に心から御礼申し上げます。

　参考文献

１）間地寛、春日伸予、石太郎、大聖泰弘「エコド

ライブ活動による燃費改善と交通事故低減」自

動車技術会発表論文、２００６年

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３３，Ｎｏ．４ 平成２０年１２月（　　）３６

鈴木憲興、遠藤啓二３３４
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２０１０年１２月３日 
イオングローバル SCM 株式会社 グリーン物流への取組 

ｲｵﾝｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ SCM 株式会社 
ＣＯ２削減にむけた温暖化防止宣言 

2008 年 3 月に国内小売業では初めて具体的数値をさだめた「イオン温暖化防止宣言」を策定し、

企業の成長と環境保全の両立を実現することを公表いたしました。 
輸送部門でも、この方針にもとづき下記に掲げる取組を、お取引先さま、業務委託先さま、ｸﾞﾙｰﾌﾟ

各社とともに輸配送の効率化に努力しております。 

イオングローバルSCM㈱

イオンは、２０１２年度に２００６年度比で、
ＣＯ2排出総量を

１８５万トン削減するという目標を掲げています。

イオン温暖化防止宣言

１．店舗での設備・仕組による削減 50万トン

２．商品・物流における削減 57万トン
（商品 29万トン 物流28万トン）

３．お客さまとともに取り組む削減 31万トン

 
モーダルシフトの転換 
・鉄道輸送への転換による削減。 
 2008 年 3 月度より、関東から北海道のセンターへの幹線輸送から開始しました。 
2009 年からは、ＰＢ商品の調達の幹線輸送を開始、さらに関西・中部から北海道のルートの追加。 
関東、関西間の往復など実施してまいりました。また、2010 年にはＮＢメーカー様の商品を静岡の

工場から東北のセンターへの納品を鉄道輸送に切り替えるなど、計画的に拡大していき、2010 年 9
月には月間 1800 コンテナを切り替えることができました。今後、他メーカーさまとも共同で、可能

なかぎり鉄道輸送に切り替えていく計画です。 

イオングローバルSCM㈱
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【資料】イオン鉄道輸送実績（モーダルシフト）

2008年度 2009年度 2010年度

ｺﾝﾃﾅ/12FT

JR貨物⇔イオンの取り組みにより
10年度は22千トン/CO2削減

JR貨物⇔イオンの取り組みにより
10年度は22千トン/CO2削減

・数値は鉄道コンテナ数を示す

関東RDC積込風景
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タイプライターテキスト
（参考資料２－20）



 
環境車両導入の推進 
 

物流センターから店舗までの配送を担当するサードパーティロジスティクス様に対して、低公害・低

燃費車導入の中期目標の提出を、御願いし進捗管理を行なっています。 
・具体的には、物流センターでの車両台帳による進捗状況を確認しており、年 2 回車両台帳により定期的

に確認を実施しています。 
・2013 年に 100％達成を目指しています。 

イオングローバルSCM㈱

3 .8 %

13 .6 %

31 .4%

51 .4%

85 .6%

14 .1%

0 .0%

20 .0%

40 .0%

60 .0%

80 .0%

100 .0%

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

計画 実績

環境車輌導入 （中期計画と進捗）

◇ 「実績」は10.3.20〆報告の車輌管理台帳内、固定車輌台数の内、低公害車輌導入率を示す

◇ 「計画」は業務委託先さま申告 低公害車輌導入率を示す

２０１２年度末までに８６％を環境車輌（低公害車両）に切り替える。（２０１３年度末に１００％）

 

 
 
標準クレートの導入の推進 
 輸送マテハンの標準化により、車輌積載効率をあげ CO２削減に取組んでいます。 

イオングローバルSCM㈱

現状
（200種類以上のコンテナ、段ボール）

現状
（200種類以上のコンテナ、段ボール）

・各社ｻｲｽﾞ・形状の違うｺﾝﾃﾅ、
段ﾎﾞｰﾙ商品の為、積載効率悪化。

・商品の落下、破損等の要因。

・各社ｻｲｽﾞ・形状の違うｺﾝﾃﾅ、
段ﾎﾞｰﾙ商品の為、積載効率悪化。

・商品の落下、破損等の要因。

標準クレート

変更後変更後

・CO2排出量削減
（段ボール低減）
・積載率の向上
・落下による汚破損防止
・作業効率化推進

・CO2排出量削減
（段ボール低減）
・積載率の向上
・落下による汚破損防止
・作業効率化推進

低温リターナブルコンテナ（デイリー）の展開
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エコドライブ講習会の実施 

全国の物流センターにて、エコドライブ講習会を実施しています。 
・全国の物流センター毎に様々なトラックディーラーにお願いをして、エコドライブ講習を実施。カリキ

ュラムもディーラーさまやセンターごとに異なりますが、燃費向上に加えて、「安全運転」ということ

に力を入れて指導してもらっています。 
・講習の対象者は、サードパーティロジスティクスさまのトラック運送事業者のドライバーさんです。 
 

イオングローバルSCM㈱

エコドライブ講習会実施

◇ エコドライブ講習会 １０年度上期１５施設実施、下期１８施設実施予定

◇ エコドライブニュース発行 （10.02より）
発行日：2010年7月5日

『エコドライブニュース』　～ECOで行きましょう～　　　　7月号
2010年6月度車輌別燃費実績

１.施設別車格別燃費上位10 ２.全国施設別車格平均燃費 ３.お知らせ
4t車の部

燃費実績

（km/ℓ） 5月度 6月度 5月度 6月度 5月度 6月度 先月比

1 4822 福山通運（株） 6.49             配送XD （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （％）

2 4821 福山通運（株） 6.43             北海道RDC 5.79         6.00         3.49         3.59         4.33         4.46         102.97     

3 8760 福山通運（株） 6.40             北海道XD 4.84         4.85         3.71         3.74         4.25         4.28         100.64     

4 8505 福山通運（株） 6.34             盛岡XD 5.48         5.32         3.51         3.53         4.29         4.30         100.36     

5 8759 福山通運（株） 6.25             青森XD 5.61         5.59         3.28         3.36         3.94         4.04         102.54     

6 1310 福山通運（株） 6.24             秋田XD 5.91         5.75         3.77         3.77         5.70         5.56         97.52       

7 8501 福山通運（株） 6.23             山形XD 6.27         5.95         4.04         3.82         5.93         5.62         94.88       

8 8502 福山通運（株） 6.18             仙台PC 5.73         5.75         3.52         3.49         4.61         4.61         99.86       

9 1309 福山通運（株） 6.01             東北RDC 5.63         5.71         3.55         3.58         4.07         4.13         101.31     

10 1533 福山通運（株） 5.98             関東RDC 5.22         5.43         3.94         3.92         4.50         4.60         102.13     

8t車の部 常総FDC 6.23         5.71         3.83         3.92         4.92         5.01         101.83     

燃費実績 川崎RDC 5.32         5.37         3.48         3.28         4.71         4.61         97.77       

（km/ℓ） -          -          -          -          -          #DIV/0!

1 9947 札幌センコー運輸㈱ 6.43             川崎XD 5.39         5.39         3.19         3.19         5.03         4.89         97.27       

2 519 札幌センコー運輸㈱ 5.88             さいたまXD -          5.43         -          3.92         -          5.16         

3 2613 ユート運輸倉庫（株） 5.86             新潟XD 5.82         6.07         4.73         4.60         5.00         4.95         98.99       

4 520 札幌センコー運輸㈱ 5.80             信州XD 5.20         5.55         3.20         3.21         4.06         4.10         100.99     

5 6682 広野運輸㈱ 5.70             静岡PC 4.74         4.72         3.16         3.15         3.49         3.51         100.43     

6 4675 札幌センコー運輸㈱ 5.66             静岡RDC 4.92         4.84         3.63         3.54         4.05         4.11         101.43     

7 2914 札幌センコー運輸㈱ 5.61             中部RDC 5.05         5.46         3.06         3.01         4.00         4.33         108.29     

8 3161 広野運輸㈱ 5.50             中部XD 5.13         5.11         3.02         2.96         4.07         4.11         100.96     

9 9894 札幌センコー運輸㈱ 5.50             北陸XD 4.34         4.29         3.16         3.19         3.89         3.88         99.74       

10 9895 札幌センコー運輸㈱ 5.48             関西PC 5.24         5.24         3.39         3.39         5.02         5.01         99.78       

関西NDC 5.50         5.50         3.86         3.86         5.40         5.32         98.44       

10t車の部 高槻NDC 4.90         4.96         3.44         3.59         4.62         4.67         101.10     

燃費実績 兵庫RDC 5.66         5.64         3.60         3.61         4.79         4.80         100.19     

（km/ℓ） 広島RDC 5.86         5.84         3.89         3.84         4.65         4.93         106.08     

1 9609 （株）スリーエス物流 4.15             広島XD 4.98         5.02         2.50         3.24         4.13         4.48         108.53     

2 7850 広野運輸㈱ 4.00             四国PC 5.61         5.61         3.64         3.63         3.95         3.96         100.25     

3 513 広野運輸㈱ 3.90             九州RDC 5.45         5.28         3.39         3.48         4.07         4.09         100.62     

4 7848 広野運輸㈱ 3.90             九州XD 3.63         3.68         3.43         3.53         3.53         3.61         102.24     

5 9161 広野運輸㈱ 3.90             沖縄XD 5.22         5.10         4.47         3.85         5.07         4.93         97.13       

6 3345 ユート運輸倉庫（株） 3.86             平均 5.17         5.17         3.47         3.50         4.33         4.37         100.89     

7 7840 広野運輸㈱ 3.80             ※4t車輌・10ｔ車輌のみ抜粋　　施設合計はその他車格も込みにて算出

8 7839 ユート運輸倉庫（株） 3.78             単位：km/ℓ

9 9059 ユート運輸倉庫（株） 3.74             ２ｔ ４ｔ ６ｔ ８ｔ １０ｔ ﾄﾚｰﾗ

10 9237 ユート運輸倉庫（株） 3.73             7.00       6.00       4.74       4.02       3.50       2.91       

掲示物：配布はしないで下さい。 発行元：イオングローバルSCM㈱　　営業統括部

車番

目標燃費

順位 車番 会社名

2009年度

～エコドライブのコツ～

【北海道RDC】

施設計

順位 車番 会社名

１０Ｔ車輌４Ｔ車輌
会社名順位 発行日：2010年8月5日

『エコドライブニュース』　～ECOで行きましょう～　　　　8月号
2010年7月度車輌別燃費実績

１.施設別車格別燃費上位10 ２.全国施設別車格平均燃費 ３.お知らせ
4t車の部

燃費実績

（km/ℓ） 6月度 7月度 6月度 7月度 6月度 7月度 先月比

1 4821 福山通運（株） 6.57             配送XD （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （％）

2 8760 福山通運（株） 6.41             北海道RDC 6.00         5.98         3.59         3.82         4.46         4.56         102.15     ・現在、各施設におきまして順次エコドライブ講習を
3 4822 福山通運（株） 6.25             北海道XD 4.85         4.90         3.74         3.76         4.28         4.34         101.50     　実施しております。
4 8505 福山通運（株） 6.25             盛岡XD 5.32         5.30         3.53         5.33         4.30         5.29         123.03     

5 8759 福山通運（株） 6.23             青森XD 5.59         5.54         3.36         3.47         4.04         4.10         101.44     

6 8501 福山通運（株） 6.21             秋田XD 5.75         5.67         3.77         3.63         5.56         5.46         98.32       

7 1310 福山通運（株） 6.14             山形XD 5.95         5.93         3.82         3.88         5.62         5.64         100.31     

8 8503 福山通運（株） 6.09             仙台PC 5.75         5.62         3.49         3.42         4.61         4.16         90.33       

9 8502 福山通運（株） 6.04             東北RDC 5.71         5.65         3.58         3.51         4.13         3.92         95.00       

10 1309 福山通運（株） 6.01             関東RDC 5.43         5.47         3.92         3.88         4.60         4.60         100.02     

8t車の部 常総FDC 5.71         6.27         3.92         3.81         5.01         4.39         87.61       

燃費実績 川崎RDC 5.37         5.22         3.28         3.35         4.61         4.56         98.91       

（km/ℓ） -          -          -          -          -          -          

1 9947 札幌センコー運輸㈱ 5.99             川崎XD 5.39         5.22         3.19         3.17         4.89         5.07         103.66     

2 518 札幌センコー運輸㈱ 5.72             さいたまXD 5.43         5.47         3.92         3.50         5.16         4.90         95.06       

3 3161 広野運輸㈱ 5.60             新潟XD 6.07         5.62         4.60         3.87         4.95         4.71         95.06       

4 6682 広野運輸㈱ 5.60             信州XD 5.55         5.35         3.21         3.28         4.10         4.18         102.01     

5 9895 札幌センコー運輸㈱ 5.51             静岡PC 4.72         4.57         3.15         3.19         3.51         3.49         99.34       

6 484 札幌センコー運輸㈱ 5.50             静岡RDC 4.84         4.75         3.54         3.47         4.11         4.14         100.76     

7 9896 札幌センコー運輸㈱ 5.48             中部RDC 5.46         5.51         3.01         3.08         4.33         4.42         101.99     

8 9999 （株）スリーエス物流 5.39             中部XD 5.11         4.94         2.96         2.92         4.11         4.00         97.42       

9 9894 札幌センコー運輸㈱ 5.39             北陸XD 4.29         4.30         3.19         3.25         3.88         3.92         101.01     

10 4675 札幌センコー運輸㈱ 5.24             関西PC 5.24         5.34         3.39         3.35         5.01         5.09         101.57     　上半期は皆様のご協力の下、15施設にて
関西NDC 5.50         5.50         3.86         3.87         5.32         5.35         100.57     　開催することが出来ました。

10t車の部 高槻NDC 4.96         4.94         3.59         3.55         4.67         4.64         99.28       　下半期も順次、開催予定ですので
燃費実績 兵庫RDC 5.64         5.66         3.61         3.62         4.80         4.83         100.56     　御協力お願いいたします。
（km/ℓ） 広島RDC 5.84         5.67         3.84         4.04         4.93         4.97         100.64     

1 7850 広野運輸㈱ 4.60             広島XD 5.02         5.12         3.24         3.08         4.48         4.46         99.64       

2 9609 （株）スリーエス物流 4.53             四国PC 5.61         5.61         3.63         3.63         3.96         3.96         99.92       ・エコドライブ講習実施状況
3 3345 ユート運輸倉庫（株） 4.32             九州RDC 5.28         5.29         3.48         3.26         4.09         3.93         96.00       

4 7839 ユート運輸倉庫（株） 4.21             九州XD 3.68         3.73         3.53         3.69         3.61         3.71         102.76     

5 7848 広野運輸㈱ 4.20             沖縄XD 5.10         4.92         3.85         4.87         4.93         4.88         98.95       

6 9161 広野運輸㈱ 4.20             平均 5.17         5.17         3.50         3.50         4.37         4.36         99.84       

7 7840 広野運輸㈱ 4.10             ※4t車輌・10ｔ車輌のみ抜粋　　施設合計はその他車格も込みにて算出

8 8682 広野運輸㈱ 4.00             単位：km/ℓ

9 2976 札幌センコー運輸㈱ 3.99             ２ｔ ４ｔ ６ｔ ８ｔ １０ｔ ﾄﾚｰﾗ

10 513 広野運輸㈱ 3.90             7.00       6.00       4.74       4.02       3.50       2.91       

掲示物：配布はしないで下さい。 発行元：イオングローバルSCM㈱　　営業統括部

【北海道RDC】

施設計

順位 車番 会社名

１０Ｔ車輌４Ｔ車輌
会社名順位 エコドライブ講習について車番

目標燃費

順位 車番 会社名

2010年度

上期開催 下期開催予定

イオン兵庫RDC イオン北海道RDC

イオン高槻FDC イオン北海道XD
イオン関西NDC イオン関東RDC
イオン関西PC イオン四国PC
イオン川崎RDC イオン常総FDC
イオンさいたまXD イオン静岡RDC
イオン北陸XD イオン静岡PC
イオン新潟XD イオン沖縄XD
イオン信州XD イオン青森XD

イオン九州RDC イオン盛岡XD
イオン九州XD イオン秋田XD
イオン仙台PC イオン山形XD
イオン東北RDC イオン広島RDC
イオン中部RDC イオン広島XD
イオン中部XD +新稼動施設

上半期15施設開催 下半期　日程調整中

発行日：2010年8月5日

『エコドライブニュース』　～ECOで行きましょう～　　　　8月号
2010年7月度車輌別燃費実績

１.施設別車格別燃費上位10 ２.全国施設別車格平均燃費 ３.お知らせ
4t車の部

燃費実績

（km/ℓ） 6月度 7月度 6月度 7月度 6月度 7月度 先月比

1 4821 福山通運（株） 6.57             配送XD （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （％）

2 8760 福山通運（株） 6.41             北海道RDC 6.00         5.98         3.59         3.82         4.46         4.56         102.15     ・現在、各施設におきまして順次エコドライブ講習を
3 4822 福山通運（株） 6.25             北海道XD 4.85         4.90         3.74         3.76         4.28         4.34         101.50     　実施しております。
4 8505 福山通運（株） 6.25             盛岡XD 5.32         5.30         3.53         5.33         4.30         5.29         123.03     

5 8759 福山通運（株） 6.23             青森XD 5.59         5.54         3.36         3.47         4.04         4.10         101.44     

6 8501 福山通運（株） 6.21             秋田XD 5.75         5.67         3.77         3.63         5.56         5.46         98.32       

7 1310 福山通運（株） 6.14             山形XD 5.95         5.93         3.82         3.88         5.62         5.64         100.31     

8 8503 福山通運（株） 6.09             仙台PC 5.75         5.62         3.49         3.42         4.61         4.16         90.33       

9 8502 福山通運（株） 6.04             東北RDC 5.71         5.65         3.58         3.51         4.13         3.92         95.00       

10 1309 福山通運（株） 6.01             関東RDC 5.43         5.47         3.92         3.88         4.60         4.60         100.02     

8t車の部 常総FDC 5.71         6.27         3.92         3.81         5.01         4.39         87.61       

燃費実績 川崎RDC 5.37         5.22         3.28         3.35         4.61         4.56         98.91       

（km/ℓ） -          -          -          -          -          -          

1 9947 札幌センコー運輸㈱ 5.99             川崎XD 5.39         5.22         3.19         3.17         4.89         5.07         103.66     

2 518 札幌センコー運輸㈱ 5.72             さいたまXD 5.43         5.47         3.92         3.50         5.16         4.90         95.06       

3 3161 広野運輸㈱ 5.60             新潟XD 6.07         5.62         4.60         3.87         4.95         4.71         95.06       

4 6682 広野運輸㈱ 5.60             信州XD 5.55         5.35         3.21         3.28         4.10         4.18         102.01     

5 9895 札幌センコー運輸㈱ 5.51             静岡PC 4.72         4.57         3.15         3.19         3.51         3.49         99.34       

6 484 札幌センコー運輸㈱ 5.50             静岡RDC 4.84         4.75         3.54         3.47         4.11         4.14         100.76     

7 9896 札幌センコー運輸㈱ 5.48             中部RDC 5.46         5.51         3.01         3.08         4.33         4.42         101.99     

8 9999 （株）スリーエス物流 5.39             中部XD 5.11         4.94         2.96         2.92         4.11         4.00         97.42       

9 9894 札幌センコー運輸㈱ 5.39             北陸XD 4.29         4.30         3.19         3.25         3.88         3.92         101.01     

10 4675 札幌センコー運輸㈱ 5.24             関西PC 5.24         5.34         3.39         3.35         5.01         5.09         101.57     　上半期は皆様のご協力の下、15施設にて
関西NDC 5.50         5.50         3.86         3.87         5.32         5.35         100.57     　開催することが出来ました。

10t車の部 高槻NDC 4.96         4.94         3.59         3.55         4.67         4.64         99.28       　下半期も順次、開催予定ですので
燃費実績 兵庫RDC 5.64         5.66         3.61         3.62         4.80         4.83         100.56     　御協力お願いいたします。
（km/ℓ） 広島RDC 5.84         5.67         3.84         4.04         4.93         4.97         100.64     

1 7850 広野運輸㈱ 4.60             広島XD 5.02         5.12         3.24         3.08         4.48         4.46         99.64       

2 9609 （株）スリーエス物流 4.53             四国PC 5.61         5.61         3.63         3.63         3.96         3.96         99.92       ・エコドライブ講習実施状況
3 3345 ユート運輸倉庫（株） 4.32             九州RDC 5.28         5.29         3.48         3.26         4.09         3.93         96.00       

4 7839 ユート運輸倉庫（株） 4.21             九州XD 3.68         3.73         3.53         3.69         3.61         3.71         102.76     

5 7848 広野運輸㈱ 4.20             沖縄XD 5.10         4.92         3.85         4.87         4.93         4.88         98.95       

6 9161 広野運輸㈱ 4.20             平均 5.17         5.17         3.50         3.50         4.37         4.36         99.84       

7 7840 広野運輸㈱ 4.10             ※4t車輌・10ｔ車輌のみ抜粋　　施設合計はその他車格も込みにて算出

8 8682 広野運輸㈱ 4.00             単位：km/ℓ

9 2976 札幌センコー運輸㈱ 3.99             ２ｔ ４ｔ ６ｔ ８ｔ １０ｔ ﾄﾚｰﾗ

10 513 広野運輸㈱ 3.90             7.00       6.00       4.74       4.02       3.50       2.91       

掲示物：配布はしないで下さい。 発行元：イオングローバルSCM㈱　　営業統括部

【北海道RDC】

施設計

順位 車番 会社名

１０Ｔ車輌４Ｔ車輌
会社名順位 エコドライブ講習について車番

目標燃費

順位 車番 会社名

2010年度

上期開催 下期開催予定

イオン兵庫RDC イオン北海道RDC

イオン高槻FDC イオン北海道XD
イオン関西NDC イオン関東RDC
イオン関西PC イオン四国PC
イオン川崎RDC イオン常総FDC
イオンさいたまXD イオン静岡RDC
イオン北陸XD イオン静岡PC
イオン新潟XD イオン沖縄XD
イオン信州XD イオン青森XD

イオン九州RDC イオン盛岡XD
イオン九州XD イオン秋田XD
イオン仙台PC イオン山形XD
イオン東北RDC イオン広島RDC
イオン中部RDC イオン広島XD
イオン中部XD +新稼動施設

上半期15施設開催 下半期　日程調整中

発行日：2010年9月5日

『エコドライブニュース』　～ECOで行きましょう～　　　　9月号
2010年8月度車輌別燃費実績

１.施設別車格別燃費上位10 ２.全国施設別車格平均燃費 ３.お知らせ
4t車の部

燃費実績

（km/ℓ） 7月度 8月度 7月度 8月度 7月度 8月度 先月比

1 4821 福山通運（株） 6.45             配送XD （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （％）

2 8760 福山通運（株） 6.22             北海道RDC 5.98         5.92         3.82         3.71         4.56         4.48         98.42       ◆2010年5月期（2010.4.21-5.20）実績より
3 8759 福山通運（株） 6.22             北海道XD 4.90         4.95         3.76         3.77         4.34         4.35         100.05     　優秀ドライバー表彰を開始しました。
4 4822 福山通運（株） 6.18             盛岡XD 5.30         5.25         5.33         3.09         5.29         3.85         72.80       

5 8501 福山通運（株） 6.17             青森XD 5.54         5.03         3.47         2.88         4.10         3.57         87.08       ●優秀ドライバー表彰条件
6 1310 福山通運（株） 6.06             秋田XD 5.67         5.43         3.63         3.50         5.46         5.23         95.76       　①月間勤務日数　20日以上
7 8505 福山通運（株） 6.03             山形XD 5.93         5.72         3.88         3.90         5.64         5.45         96.63       　②月間稼動距離　3,000km以上
8 8492 広野運輸㈱ 6.00             仙台PC 5.62         5.40         3.42         3.20         4.16         3.96         95.11       　③月間危険運転動態　　0回
9 8502 福山通運（株） 5.91             東北RDC 5.65         5.48         3.51         3.38         3.92         3.80         96.88       　【危険運転動態について】　

10 8503 福山通運（株） 5.89             関東RDC 5.47         5.53         3.88         3.93         4.60         4.66         101.43     　光英システム車載端末により実績捕捉
8t車の部 常総FDC 6.27         5.66         3.81         3.83         4.39         4.41         100.42     　・急加速　・急減速　・速度超過（一般道・高速道）

燃費実績 川崎RDC 5.22         5.20         3.35         3.31         4.56         4.56         100.07     　
（km/ℓ） -          -          -          -          -          -          -          　表彰式の様子

1 9895 札幌センコー運輸㈱ 6.42             川崎XD 5.22         5.22         3.17         3.17         5.07         4.86         95.82       

2 3161 広野運輸㈱ 5.90             さいたまXD 5.47         5.44         3.50         3.24         4.90         4.84         98.74       

3 4675 札幌センコー運輸㈱ 5.78             新潟XD 5.62         5.32         3.87         3.81         4.71         4.64         98.68       

4 6682 広野運輸㈱ 5.70             信州XD 5.35         5.30         3.28         3.10         4.18         3.98         95.01       

5 9893 札幌センコー運輸㈱ 5.47             静岡PC 4.57         4.55         3.19         3.17         3.49         3.51         100.83     

6 3861 ユート運輸倉庫（株） 5.43             静岡RDC 4.75         4.74         3.47         3.44         4.14         4.03         97.35       

7 518 札幌センコー運輸㈱ 5.35             中部RDC 5.51         5.60         3.08         3.13         4.42         4.50         102.02     

8 3860 ユート運輸倉庫（株） 5.33             中部XD 4.94         4.83         2.92         2.97         4.00         3.97         99.18       　優秀ドライバー・危険運転動態回数推移
9 2079 札幌センコー運輸㈱ 5.23             北陸XD 4.30         4.28         3.25         3.29         3.92         3.91         99.86       

10 484 札幌センコー運輸㈱ 5.23             関西PC 5.34         5.38         3.35         3.38         5.09         5.12         100.54     

関西NDC 5.50         5.57         3.87         3.88         5.35         5.39         100.86     

10t車の部 高槻NDC 4.94         4.84         3.55         3.41         4.64         4.51         97.20       

燃費実績 兵庫RDC 5.66         5.68         3.62         3.51         4.83         4.77         98.68       

（km/ℓ） 広島RDC 5.67         5.61         4.04         3.81         4.97         4.78         96.15       

1 9609 （株）スリーエス物流 4.56             広島XD 5.12         4.98         3.08         3.08         4.46         4.47         100.28     

2 513 広野運輸㈱ 4.20             四国PC 5.61         5.48         3.63         3.63         3.96         3.93         99.27       

3 9237 ユート運輸倉庫（株） 4.15             九州RDC 5.29         5.14         3.26         3.36         3.93         3.98         101.29     

4 7840 広野運輸㈱ 4.10             九州XD 3.73         3.92         3.69         3.81         3.71         3.87         104.24     

5 7850 広野運輸㈱ 4.10             沖縄XD 4.92         4.96         4.87         4.29         4.88         4.86         99.67       

6 2950 札幌センコー運輸㈱ 3.97             平均 5.17         5.13         3.50         3.44         4.36         4.31         98.71       

7 9041 ユート運輸倉庫（株） 3.84             ※4t車輌・10ｔ車輌のみ抜粋　　施設合計はその他車格も込みにて算出

8 7848 広野運輸㈱ 3.80             単位：km/ℓ 　2010年8月現在　4ヶ月連続表彰者は　45名
9 8682 広野運輸㈱ 3.80             ２ｔ ４ｔ ６ｔ ８ｔ １０ｔ ﾄﾚｰﾗ 　危険運転動態も大幅に削減出来ました

10 9059 ユート運輸倉庫（株） 3.71             7.00       6.00       4.74       4.02       3.50       2.91       

掲示物：配布はしないで下さい。 発行元：イオングローバルSCM㈱　　営業統括部

～優秀ドライバー表彰制度を開始しました～車番
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2010年度

【北海道RDC】

施設計
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発行日：2010年9月5日

『エコドライブニュース』　～ECOで行きましょう～　　　　9月号
2010年8月度車輌別燃費実績

１.施設別車格別燃費上位10 ２.全国施設別車格平均燃費 ３.お知らせ
4t車の部

燃費実績

（km/ℓ） 7月度 8月度 7月度 8月度 7月度 8月度 先月比

1 4821 福山通運（株） 6.45             配送XD （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （km/ℓ） （％）

2 8760 福山通運（株） 6.22             北海道RDC 5.98         5.92         3.82         3.71         4.56         4.48         98.42       ◆2010年5月期（2010.4.21-5.20）実績より
3 8759 福山通運（株） 6.22             北海道XD 4.90         4.95         3.76         3.77         4.34         4.35         100.05     　優秀ドライバー表彰を開始しました。
4 4822 福山通運（株） 6.18             盛岡XD 5.30         5.25         5.33         3.09         5.29         3.85         72.80       

5 8501 福山通運（株） 6.17             青森XD 5.54         5.03         3.47         2.88         4.10         3.57         87.08       ●優秀ドライバー表彰条件
6 1310 福山通運（株） 6.06             秋田XD 5.67         5.43         3.63         3.50         5.46         5.23         95.76       　①月間勤務日数　20日以上
7 8505 福山通運（株） 6.03             山形XD 5.93         5.72         3.88         3.90         5.64         5.45         96.63       　②月間稼動距離　3,000km以上
8 8492 広野運輸㈱ 6.00             仙台PC 5.62         5.40         3.42         3.20         4.16         3.96         95.11       　③月間危険運転動態　　0回
9 8502 福山通運（株） 5.91             東北RDC 5.65         5.48         3.51         3.38         3.92         3.80         96.88       　【危険運転動態について】　

10 8503 福山通運（株） 5.89             関東RDC 5.47         5.53         3.88         3.93         4.60         4.66         101.43     　光英システム車載端末により実績捕捉
8t車の部 常総FDC 6.27         5.66         3.81         3.83         4.39         4.41         100.42     　・急加速　・急減速　・速度超過（一般道・高速道）

燃費実績 川崎RDC 5.22         5.20         3.35         3.31         4.56         4.56         100.07     　
（km/ℓ） -          -          -          -          -          -          -          　表彰式の様子

1 9895 札幌センコー運輸㈱ 6.42             川崎XD 5.22         5.22         3.17         3.17         5.07         4.86         95.82       

2 3161 広野運輸㈱ 5.90             さいたまXD 5.47         5.44         3.50         3.24         4.90         4.84         98.74       

3 4675 札幌センコー運輸㈱ 5.78             新潟XD 5.62         5.32         3.87         3.81         4.71         4.64         98.68       

4 6682 広野運輸㈱ 5.70             信州XD 5.35         5.30         3.28         3.10         4.18         3.98         95.01       

5 9893 札幌センコー運輸㈱ 5.47             静岡PC 4.57         4.55         3.19         3.17         3.49         3.51         100.83     

6 3861 ユート運輸倉庫（株） 5.43             静岡RDC 4.75         4.74         3.47         3.44         4.14         4.03         97.35       

7 518 札幌センコー運輸㈱ 5.35             中部RDC 5.51         5.60         3.08         3.13         4.42         4.50         102.02     

8 3860 ユート運輸倉庫（株） 5.33             中部XD 4.94         4.83         2.92         2.97         4.00         3.97         99.18       　優秀ドライバー・危険運転動態回数推移
9 2079 札幌センコー運輸㈱ 5.23             北陸XD 4.30         4.28         3.25         3.29         3.92         3.91         99.86       

10 484 札幌センコー運輸㈱ 5.23             関西PC 5.34         5.38         3.35         3.38         5.09         5.12         100.54     

関西NDC 5.50         5.57         3.87         3.88         5.35         5.39         100.86     

10t車の部 高槻NDC 4.94         4.84         3.55         3.41         4.64         4.51         97.20       

燃費実績 兵庫RDC 5.66         5.68         3.62         3.51         4.83         4.77         98.68       

（km/ℓ） 広島RDC 5.67         5.61         4.04         3.81         4.97         4.78         96.15       

1 9609 （株）スリーエス物流 4.56             広島XD 5.12         4.98         3.08         3.08         4.46         4.47         100.28     

2 513 広野運輸㈱ 4.20             四国PC 5.61         5.48         3.63         3.63         3.96         3.93         99.27       

3 9237 ユート運輸倉庫（株） 4.15             九州RDC 5.29         5.14         3.26         3.36         3.93         3.98         101.29     

4 7840 広野運輸㈱ 4.10             九州XD 3.73         3.92         3.69         3.81         3.71         3.87         104.24     

5 7850 広野運輸㈱ 4.10             沖縄XD 4.92         4.96         4.87         4.29         4.88         4.86         99.67       

6 2950 札幌センコー運輸㈱ 3.97             平均 5.17         5.13         3.50         3.44         4.36         4.31         98.71       

7 9041 ユート運輸倉庫（株） 3.84             ※4t車輌・10ｔ車輌のみ抜粋　　施設合計はその他車格も込みにて算出

8 7848 広野運輸㈱ 3.80             単位：km/ℓ 　2010年8月現在　4ヶ月連続表彰者は　45名
9 8682 広野運輸㈱ 3.80             ２ｔ ４ｔ ６ｔ ８ｔ １０ｔ ﾄﾚｰﾗ 　危険運転動態も大幅に削減出来ました

10 9059 ユート運輸倉庫（株） 3.71             7.00       6.00       4.74       4.02       3.50       2.91       

掲示物：配布はしないで下さい。 発行元：イオングローバルSCM㈱　　営業統括部

～優秀ドライバー表彰制度を開始しました～車番

目標燃費

順位 車番 会社名

2010年度

【北海道RDC】

施設計

順位 車番 会社名

１０Ｔ車輌４Ｔ車輌
会社名順位

191
217

225

2423.11 3.13 3.19

2.68

0

50

100

150

200

250

300

5月度 6月度 7月度 8月度

2.4

2.5

2.6

2.7

2.8

2.9

3

3.1

3.2

3.3

優秀ドライバー数 1運行あたり危険運転回数

（名） （回）

◆全ドライバーへの周知徹底、意識改革を!!

エコドライブニュース ～ECOで行きましょう～
毎月5日発行 ⇒ 配車事務所などへ掲示

◆全ドライバーへの周知徹底、意識改革を!!

エコドライブニュース ～ECOで行きましょう～
毎月5日発行 ⇒ 配車事務所などへ掲示

◇ 10.05より全国で優秀ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ表彰を開始

 
 
 

優秀ドライバーの表彰制度の実施 
急加速・急ブレーキなどの回数を車載機から把握し、優良ドライバーを表彰しています。 

ドライバーの意識向上により、燃費向上を目指しています。 
 

イオングローバルSCM㈱

3月度 4月度 5月度 6月度 7月度 8月度

【参考】 表彰制度 （イオン北海道RDC事例）

10年度目標

◇ 10年度上期 北海道RDC 4T車輌燃費向上推移

エコドライブ講習実施 改善活動・表彰制度開始

北海道RDC燃費実績

努力

報酬

価値 成果
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車両の大型化の取組 
  広域幹線間の輸送の一部をトレーラー輸送することにより、積載効率をあげています。 
トレーラーも、センター間を相互輸送に使用するため空車がなく高効率の使用となっています。 
 

イオングローバルSCM㈱

車輌の大型化

関東NXD

中部NXD 関西NXD

幹線車輌 10T車

↓

トレーラー化
（18T～21T）

店配車輌 4T車

↓

10T車輌化

広域幹線車輌及び店舗配送車輌を大型化にする事で車輌便数の削減を図る

ＣＯ２排出量 ３２％削減
（店配距離 76kmの場合）

ＣＯ２排出量 ３２％削減
（店配距離 76kmの場合）

＝ ＝

ＣＯ２排出量 １２％削減
（幹線距離 380kmの場合）

ＣＯ２排出量 １２％削減
（幹線距離 380kmの場合）

 
 
 
 
店舗配送車両の有効活用の取組 
  店舗配送の車両をお取引様の集荷便に利用することにより、空車の有効活用とともに、お取引様

の CO2 削減にもつなげています。 
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（参考資料２－21） 
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エコドライブコンテストの実施状況等について 
 
１ 実施状況 
 
 エコドライブコンテストは、環境省と独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」

という。）の主催により、エコドライブが全国に普及することを通じて、自動車を運転

するドライバーと、その自動車を保有する企業との協働によって大気汚染の防止を継続

的に推進することを目指し、平成１６年度から実施されている。 
 

年度 事業所数 車両台数 

平成１６年度（第１回） ２８５  １９，０３４  

平成１７年度（第２回） １１３  ２，９２４  

平成１８年度（第３回） １７５  １３，１３８  

平成１９年度（第４回） １，７６６  ５０，３８７  

平成２０年度（第５回） ３，８６０  １３５，０３４  

平成２１年度（第６回） ９，７３３  １４６，２８７  

平成２２年度（第７回） １２，２２４  ３１５，１１４  

 
２ エコドライブコンテストの効果 
 
平成２２年度には、１２，２２４事業所、３１５，１１４台がエコドライブコンテス

トに参加しているが、参加車両によるエコドライブの効果等は概算で次のとおりであっ

た（機構の試算による。試算は、審査に応募した車両のデータを使用）。 
 

（１） 燃費向上率   １５．９％ 
※エコドライブ活動開始前１年間と、直近の１年間の燃費データを比較 

 
（２） ＣＯ２削減量  ３８８，３８１ トン-ＣＯ２ 

※エコドライブコンテスト開始時点での二酸化炭素排出係数を、エコドライブ

活動開始前１年間と、直近１年間のそれぞれの燃料使用量に乗じて、その差を

ＣＯ２削減量とした。 
１台当たりＣＯ２削減量 １，０９９ｋｇ-ＣＯ２ 

 
（３） 事故低減率  ３２．７％減  

※エコドライブ活動開始前１年間と、直近１年間の事故データを比較 
 全体事故件数 エコドライブ活動前１年間 ３，７０１件 
               直近１年間 ２，７８９件 （９１２件減） 
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（参考資料２－22）

微小粒子状物質に係る環境基準の設定について（抄）
平成21年９月３日付中環審第517号 中央環境審議会答申

平成20年12月９日付け諮問第251号により中央環境審議会に対してなされた「微小

粒子状物質に係る環境基準の設定について（諮問 」について、大気環境部会に微小）

粒子状物質環境基準専門委員会及び微小粒子状物質測定法専門委員会を設置し、検討

を行った結果、下記のとおり結論を得たので答申する。

２．微小粒子状物質の削減対策については、固定発生源や移動発生源に対してこれま

で実施してきた粒子状物質全体の削減対策を着実に進めることがまず重要である。

３．微小粒子状物質は、発生源から直接排出される一次生成粒子のみならず、大気中

の光化学反応、中和反応等によって生じる二次生成粒子で構成される。また、我が

国では、都市地域のみならず人為発生源由来粒子の影響が少ないと考えられる地域

においても硫酸塩や土壌粒子等の粒子が相当程度含まれており、海外からの移流分

も影響していると推察されるなど、微小粒子状物質の発生源は多岐にわたり、大気

中の挙動も複雑である。

このため、微小粒子状物質やその原因物質の排出状況の把握及び排出インベント

リの作成、大気中の挙動や二次生成機構の解明等、科学的知見の集積について、地

方公共団体、研究機関と連携を取りながら、関係事業者の協力を得つつ、実施する

必要がある。その上で、大気汚染の状況を踏まえながら、より効果的な対策につい

て検討する必要がある。




